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「グローバル経済のためのルール：国際労働基準の手引き」と題する
本書は、ILO の従来の構成員だけでなく、国連システム、非専門家、
一般公衆が理解と意識を深めることを手助けするために、ILOの基準
設定政策を概説したものである。第1章は、ILOの国際労働基準に関
連する活動が国内および、グローバリゼーションが進む現代の文脈
の双方のレベルにおいて有する意義と有用性を再確認する。第2章は、
国際労働基準の内容をテーマ毎に紹介する。第 3 章は、ILO 加盟国
による国際労働基準の適用に関する監視メカニズムについて説明す
る。2005 年に初版が発行され、直近では 2014 年に改訂版が発行さ
れた本書の内容の更新は、ILOの国際労働基準政策のダイナミズムを
示すものである。ILOの100周年と時を同じくして発行される最新の
2019年版は、新たに採択された国際労働基準など最近の動き、監視
システムの強化を図った創設100周年「基準」イニシアチブ（Standards 
Centenary Initiative）の開始、そして基準見直しメカニズム（Standards 
Review Mechanism）の確立などを紹介する。また、2015年に国連加
盟国により採択された持続可能な開発のための2030アジェンダに対
する国際労働基準の不可欠な貢献や、「仕事の未来」に関するより一
般的な考察を改めて行う。国際労働基準局のエリック・グラベルに
より制作が進められたこの最新版は、ILOの基準に関する活動を推進
し、基準関連のILOの任務に関する情報をより広く周知することに一
役買うものである。

コリンヌ・ヴァルガ
国際労働基準局長
ILO ジュネーブ

序文



第1章

社会正義に根ざしたグローバル経済の構築
国際労働基準とは何か？
国際労働基準はどのようにして形成されたか？
国際労働基準はどのように利用されているか？

国際労働基準：
グローバル経済のためのルール
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第1章

仕事の世界のすべての人々のより良い未来に向けて努力するという
ILOの使命は、ILOが[･･･]既に起こっている変化を推し進める要因を
理解・予測し、合理的に予測することができない出来事や課題に対し
ても迅速に対応する準備をしておくことを必要とする。[･･･]ILOの社
会正義の探求は、絶えず最も脆弱な人々に手を差し伸べ続けない限り、
満足に行われることは考えられない。[･･･]ILOが[･･･]正当な評価を受
けられるかどうかは、ILOが最も弱く最も不利な立場にある者、貧困
状態にある者、仕事のない者、機会のない者、可能性も希望もない者、
基本的権利や自由の享有を拒絶されている者のために何をするか、そ
のことによって判断されるだろう。1

ILO事務局長　ガイ・ライダー、2016年

国際労働機関は 1919 年以来、男女が自由、平等、安全で、かつ
尊厳ある条件の下で、働きがいのある人間的で生産的な仕事を

得る機会をもつことを目的として、国際労働基準システムを確立・発
展させてきた。今日のグローバル化した経済において、国際労働基準
は、グローバル経済の成長がすべての人に利益をもたらすことを確保
するために欠かせない国際枠組みである。
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すべての働く男性と女性が自由に権利を主張でき、平等な機会の下
で彼らが生み出してきた富を公平に分配する。これを実現する社会
正義への切望は、ILOが設立された1919年当時と今日で何ら変わる
ところがない。ILOが100周年を迎える2019年、不平等と疎外は拡
大し、社会的結束、経済成長と人類の進歩に脅威を与えており、社
会正義を実現することの重要性は、いまだかつてないくらい差し迫っ
ている。気候変動、人口動態の変化、技術発展、そして、より一般
的には、グローバリゼーションの中、我々はかつてないスピードと
規模で変化する仕事の世界を目の当たりにしている。複雑化の一途
をたどる仕事の世界において社会正義を実現する可能性を生むために、
これらの課題にどのように取り組めばよいだろうか？

公正なグローバリゼーションに向けて

近年の世界経済の最も顕著な特徴は、おそらくグローバリゼーショ
ンであろう。新しい技術により、人・物・金はますます速く国家間
を移動し、世界中のほとんどすべての人を巻き込んだ相互依存的な
世界的経済網を生み出している。今日のグローバリゼーションは、
生産・金融・貿易・移住の国際化を意味する。

現代のグローバリゼーションが繁栄の源泉なのか、それとも不平等
と不正義を拡大させるものなのかという問いは、なおも激しく議論
されるところである。ILOは、より公平で平等なグローバリゼーショ
ンを推進するという使命に照らし、常にこの議論の中心に身を置い
てきた。2008年6月、政府・労働者・使用者に採択された公正なグロー
バル化のための社会正義に関するILO宣言（後記第3章参照）は、ディー
セント･ワーク・アジェンダを推進するILOの能力を強化し、ますま
す重要なものとなってきているグローバリゼーションの課題に対す
る有効な対策を立てるように設計されている。4 つの柱（雇用推進、
社会的保護、仕事における基本的な権利、社会対話）に基礎を置くディー
セント ･ ワーク ･ アジェンダは、ILO が設立された当初から直面して
いた課題の多くを扱い、社会対話、社会的保護、そして雇用創出の
推進および国際労働基準の尊重の推進を通じてすべての人々がディー
セント･ワークを得られるようにすることを目的とする。

社会正義に根ざしたグローバル経済の構築

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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グローバリゼーションは間違いなく世界の生産構造に激変をもたらし、
事業者や雇用に重要な影響を及ぼしてきた。世界の仕事の5分の1を
占めるグローバル・サプライチェーンは、生産過程のより一層の多
様化を示している。雇用を創出し、経済成長の可能性を切り開く一
方で、雇用の関係性や生産のスピードは、一部の事例において、労
働条件に悪影響を及ぼしてきた。例えば、2012年のパキスタンとバ
ングラデシュで発生した工場火災と、1500 名の命を奪った 2013 年
のラナ・プラザビルの倒壊を受けて、特に国内の監視とグッド･ガバ
ナンスの失敗に省みて、グローバルなレベルで行動を呼びかける声
が再び上がった。仕事の世界の当事者にとっての重要な関心事項は、
サプライチェーンにおけるガバナンスの改善と、国際労働基準とり
わけ基本的権利の尊重の保障である。これを背景に、第 105 回国際
労働総会は「グローバル･サプライチェーンにおけるディーセント･ワー
ク」に関する決議を採択した。

現代経済のいまひとつの象徴的な側面は、経済的利益を優先して実
物投資を犠牲にする貿易の金融化である。適切な規制がなければ、
このような金融化は短期的な利益の偏重の下に経済及び労働市場の
不安定性と脆弱性を高め、再配分に悪影響を及ぼし、ひいては雇用
創出、生産性、事業の継続性にも影響する。2008 年の経済危機と、
その実体経済への破壊的な効果の原因は知られているところであり、
とりわけ金融市場のガバナンスと規制の不十分さなどがその原因で
ある。しかしながら、これらの教訓が活かされているのか、いまだ
明らかではない。

仕事の世界における脆弱性

グローバリゼーションが利益をもたらしてきたことは間違いないが、
すべての人が繁栄する新しい時代を創り出すには至っていないこと
は明らかである。確かに、発展と権利の承認という面では一定の前
進が認められる。極度の貧困の減少、労働市場における女性の存在
感の向上、社会的保護システムの発展、民間部門における持続可能
な雇用の創出などである。しかし今日のグローバル化した経済は、
一部地域における高失業、労働者と事業者の非ローカル化、そして
金融の不安定化など、大きな社会変動をもたらしている。世界の労
働市場は、非常に不安定であるというのが現状である。



10

2008 年の世界金融・経済危機を含む複数の景気後退局面にもかか
わらず、2016年の世界の仕事の数は32億（1990年よりも約10億多
い）と、雇用創出の前向きな傾向を反映していた。しかし失業率は依
然高いままであった。2017年には世界中で求職中の人は1.98億人お
り、その4分の3は新興国に住む者が占めた。雇用の脆弱性も上昇し
た（2017年脆弱な仕事に従事する者は14億人に迫り、開発途上国の
4 人のうち 3 人を占めた）。賃金格差も世界のほとんどの地域で、劇
的に上昇している。2

深まる不平等は、現代世界の主要な特徴のひとつになりつつあるよ
うである。個人レベルでの賃金の配分という点でも不平等は増大し
ており、賃金表の上位10％と下位10％の格差は広がっている。実際
にも、南米を除くすべての地域において、労働由来の収入の割合の
低減に合わせて収入格差の拡大が認められる。不平等は生産性を低
下させるだけでなく、貧困、社会的不安定、さらには紛争をもたら
す。国際社会は、まさにこの理由を背景として、グローバリゼーショ
ンがすべての者に繁栄を実現する同等の機会を与えるため、引き続
き根本的なルールの策定を行う必要性を認めたのである。

仕事の未来がかかっている

１９８０年代以降、一連の世界規模の変化が雇用と労働における変
革をもたらしてきた。貿易のグローバリゼーションの加速、技術の
変化、女性の労働力参加率の上昇、バリューチェーンと下請の細分化、
需要や個人の志向、労働力人口の技能の変化などである。しかし今
日、気候変動、人口動態の変化、そして技術変革により、すべての人、
そしてとりわけ仕事の世界にとって新たな課題が現れてきた。雇用
形態の多様化、デジタルエコノミーや特にプラットフォームの発展、
仕事の意味付けに関する新たな関係、仕事と私生活の調和などである。

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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仕事の未来に関係する最も象徴的な論点は、技術的進歩が仕事を破
壊するか創出するかという問題である。ILOは、20世紀を通じて様々
な形で繰り返し登場してきたこの議論を詳細に把握しているが、こ
の議論は、ロボット化と AI の時代にあって、新たな次元に突入して
いる。悲観的・楽観的なシナリオの先に、技術的進歩がもたらす本
当の課題は、この過渡的な文脈において、どのように事業者と労働
者を支援して（物理的な意味、そして技能という意味で）新しい仕事
への適応を後押しするかを特定することである。この適応こそが、
個人の職業人生を通じた継続的かつダイナミックな過程であり続け
るからである。

これらの新たな課題を理解し、効果的な答えを示すために、ILOは「仕
事の未来イニシアチブ（Future of Work Initiative）を立ち上げ、2017
年8月には仕事の未来世界委員会を設置した。仕事の明日が安定、平等、
そして繁栄をもたらすために検討するべき主たる問題について、6つ
にまとめられたテーマに沿って焦点を当てる。それは、個人と社会
にとっての仕事の役割、世界的に仕事の世界に浸透する女性の不平等、
社会的・環境的・経済的発展のための技術、生涯を通じた技能の習得、
包摂的な成長の新しいモデル、そして仕事の未来のガバナンスである。
仕事の未来世界委員会は2019年1月に報告書を発表した。

エネルギー移行（energy transition）はチャンスか？

気候変動対策に対する関心は国際的に高く、2015年パリ協定の長期
目標は、産業革命前の水準比で、地球の温度上昇を2度未満に抑える
こととされている。ILOの課題は、貿易の混乱、職場の破壊、そして
個人の最低限の生活手段への影響など、既に現れ始めている仕事の
世界に対する悪影響に対応することである。現在合計12億の仕事が
良好な環境の効果的なマネージメントと健全な環境の持続可能性に
直接依存している 3。気候変動が事業や労働者、労働市場、所得、社
会的保護と貧困に与えうる影響に鑑み、ILOの任務と活動の大きな要
素として、気候変動の効果の希薄化と適応に注力すべきである。グリー
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ン経済への移行は不可避的に特定の部門における雇用の消滅につな
がるが、ディーセント・ワークと労働者の再配置と親和性のある政
策が採用されれば、新たな雇用の機会が雇用の消滅を補って余りある。

かつてないほど重要性を増す国際労働基準の役割

現在の課題を整理するために、1919年、ベルサイユ条約の署名国は、
「世界の平和及び協調が危うくされるほど大きな社会不安を起こすよ
うな不正、困苦及び窮乏を多数の人民にもたらす労働条件が存在」し
ているという事実の認識に基づき、国際労働機関（ILO）を設立したこ
とを思い起こすことは有意義である。こうした問題に挑むため、こ
の新たに設立された機構は、労働に関連するすべての事項を対象と
した国際労働基準の制度、すなわち世界中の政府代表・使用者代表・
労働者代表によって作成される国際条約や勧告を整備した。1919年
にILOの創立者たちは、経済の発展が、社会正義やすべての人にとっ
ての繁栄や平和と同時に達成されるために、明確な基準が必要だと
いうことに気づいていたのであった。今日、この原則の重要性は全
く失われておらず、また将来的には、仕事にも影響する激しい変化
の時代にあって、労働基準が社会的一体性及び経済の安定性の源泉
となるという意味でさらにその重要性を増すだろう。

国際労働基準は、国内のあらゆる場面に対応できるよう設計された
監視システムに支えられ、仕事と社会政策に関するグローバルな制
度へと成長した。これらは、グローバル化を見据え、持続可能な開
発の促進、貧困の根絶、人々が尊厳と安全の中で働けることを確保
するというILO活動の中の法的な柱である。公正なグローバル化のた
めの社会正義に関するILO宣言は、グローバル化した世界の中でILO
の目標を達成するために、仕事の世界におけるILOの基準設定活動の
重要性を高めることによって、ILOの活動の基礎としての基準設定政
策を推進し、ILO憲章上の本質的な目標の達成に向けた実用的な手段
としての国際労働基準の役割を確保しなければならない、と強調する。

グローバル化が孕んでいる諸問題は、国際労働基準をこれまでにな
いほど重要なものにした。それでは国際労働基準は今日どのような
利益をもたらしているのだろうか？

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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すべての人の完全かつ生産的な雇用とディーセント・ワークへの道：
2030年の目標

国際労働基準は、人が人間らしく発展するための第一にして最も重
要なものである。1944年のフィラデルフィア宣言で国際社会は、「労
働は商品ではない」ことを認識した。確かに労働は、リンゴやテレビ
のように、最高の利益あるいは最低価格を求めて交渉できるような
物体ではない。仕事はすべての人々の日常生活の一部で、人間の尊厳、
幸福及び人間らしい発展に必須のものである。経済発展は、雇用の
創出や、自由、安全及び人間的尊厳が整った労働条件創出を伴うべ
きである。要するに、経済発展は発展それ自体が目的なのではなく、
人間の生活をよりよくするものでなければならない。国際労働基準は、
経済発展が、人間の生活と尊厳を改善することを主眼としたもので
あることを保障するために存在している。

ディーセント・ワークは、仕事における人間の願望を取り戻す。それは、
生産的で、相応の報酬が支払われる仕事へのアクセス、職場の安全衛生、
家族のための社会的保護、個人の成長と社会的統合のよりよい機会、
個人が要求事項を示し、組織化し、人生に影響を与える決断に参加
する自由、そしてすべての男女に均等な機会と処遇をもたらす。

ディーセント・ワークは、ただ目的であるだけでなく、持続可能な
開発に関する新しい国際計画の具体的な目標を達成する手段である。
2015年9月の国連総会において、ディーセント・ワークと、ディー
セント・ワーク・アジェンダの4つの柱－すなわち雇用創出、社会的
保護、仕事における権利と社会対話－は新しい持続可能な開発のた
めの 2030 アジェンダの中心的な要素となった。2030 アジェンダの
目標 8 は、すべての人のための継続的、包摂的で持続可能な経済成
長、完全かつ生産的な雇用とディーセント・ワークを掲げる。さらに、
ディーセント・ワークの主たる要素は、国連の開発に関する新しい
ビジョンの16の目標の多くに広く取り入れられている。
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公正で安定したグローバリゼーションのための国際的な法の枠組み

グローバル化した経済の中でディーセント・ワークの課題を実現
するには、国際的なレベルでの活動が必要となる。国際社会は、
貿易、財政、環境、人権そして労働にかかわる国際法文書を発展
させることで、部分的にこの課題に応じている。ILOは、経済成
長と開発がディーセント・ワークの創出と両立して進むように確
保することを目的とした国際労働基準を構築・発展させることで、
この法的枠組みに貢献している。国際労働基準は、ILO独特の三
者構成によって、政府、使用者及び労働者によって等しく支持さ
れるようになっている。したがって、国際労働基準は、グローバ
ル経済のアクター全員の合意に基づく基本的な最低限の社会基準
を規定したものだといえる。

公平な立場での競争（A level playing field for all）

社会基準に関する国際的な法的枠組みは、世界経済において公正
な競争環境の構築に貢献する。つまり、この枠組みは、国際貿易
競争の中で優位に立つために、政府と使用者が労働基準を引き下
げる傾向を回避するのに役立つ。労働基準を引き下げるといった
措置は、長い目で見ると誰の利益にもならない。労働基準を引き
下げれば、低賃金で、低い技能しかなく、離職率の高い産業を生
み出してしまい、その国における、安定した高技能雇用の発展を
妨げてしまう。さらには、その国の貿易相手国の経済発展をも困
難にしてしまう。国際労働基準は政府と社会的パートナーの協力
によって採用された最低限の基準であるので、この基準を実行に
移さない者が実行する者の努力を無駄にすることのないよう、基
準が全世界的に適用されているかどうかを確認することはすべて
の人の関心事項である。

経済パフォーマンスを向上させる手段

国際労働基準は、多大な費用を伴いその結果経済発展を妨げるも
のだと時折誤解される。しかしながら、国際労働基準を遵守する
ことにより生産性と経済パフォーマンスの向上につながることを
多くの調査が示している。

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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最低賃金と労働時間の基準、そして平等の尊重は、労働者のより高
いパフォーマンスと満足、さらに低い離職率へと結びつく。職業訓
練への投資は、より習熟した労働力やより高い雇用水準をもたらす。
安全基準は、高いコストがかかる事故や保健医療費を減らすことが
できる。雇用保護は、労働者がリスクをとって革新的に行動するこ
とを奨励する。失業対策や積極的労働市場政策のような社会的保護は、
労働市場を柔軟にし、さらに経済自由化や民営化をより持続可能な
ものに、また一般的に許容されやすいものにする。結社の自由や団
体交渉は良好な労使協議や協力へとつながり、それによって、労働
条件を改善し、また、高いコストがかかる労使紛争を減らし社会的
安定性を高める。

外国の投資家は、労働基準の有益な効果に気づいている。彼らが投
資する国を選ぶ際の評価基準の中では、労働コストの低さよりも労
働者の質や政治的・社会的安定性の方が重くみられているという研
究結果が存在する。逆に、労働基準を尊重しない国が世界経済の中
で競争力があるという証拠はほとんど存在しない。国際労働基準は、
労働者の保護のため、仕事の世界における変化に対応するだけでなく、
持続可能な企業の要請も考慮に入れているのである。

 

経済危機の際のセーフティーネット

高い技術のある熟練労働者をもつ高度成長の経済であっても、思い
がけない不況を経験することがある。1997 年のアジア金融危機や
2000 年の IT バブル崩壊、そして 2008 年の経済金融危機は、通貨
の急落や市場価格の下落によって、何十年もの経済成長が一挙に崩
壊した例である。例えば、1997 年のアジア危機や 2008 年の金融危
機において、その影響を受けた多くの国で失業率は大きく増加した。
これらの国々の多くで、社会的保護制度（特に失業保険と健康保険）
や積極的労働市場政策や社会対話がほとんど発展していなかったこ
とにより、労働者を襲った危機の悲惨さはさらに大きいものとなった。
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社会的影響を考慮しつつ、マクロ経済目標と雇用目標のバランスを
とるアプローチはこれらの困難に対処するための一助となり得る。

貧困を削減するための戦略

経済発展はいつでもルールの確立とともにあった。法令と効果的な
法制度は、財産権、契約の実施、手続きの遵守及び犯罪からの保護
といった、それなくしてはどのような経済も機能しない、良好なガ
バナンスのための一切の法的要素を保障している。規則と制度の公
正な組み合わせにより管理される市場は、より効率的で全員に利益
をもたらす。労働市場も例外ではない。国際労働基準に規定され、
国内の法制度を通して適用される公正な労働慣行は、効率的で安定
した労働市場を労働者及び使用者に等しく保障している。

多くの発展途上・体制移行国の経済では、労働力の大部分がインフォー
マル経済で活動している。さらに、そのような国は有効な社会正義
を提供する能力に欠けていることが多い。しかし、国際労働基準は
こうした状況でも有効な手段である。ほとんどのILOの国際労働基準は、
公式に認められた就業形態で働く者のみならず、すべての労働者に
適用される。たとえば実際のところ、在宅形態の労働者、移民及び
農業労働者、先住民及び種民族に関する基準は、インフォーマル経
済の領域にまさに対応しているのである。国際労働基準で要求され
ている、結社の自由の強化、社会的保護の拡張、職業上の安全と健
康の改善、職業訓練の拡大及びその他の施策は、貧困を削減し、労
働者をフォーマルな経済活動に取り込むための有効な戦略であるこ
とが明らかになっている。国際労働基準はさらに、労働の権利が実
現できる仕組みと体系を創設することを求めている。明確な権利とルー
ルを伴う機能的な法的制度は、経済活動を公式化し、経済成長と発
展にとって不可欠である信用と秩序の環境を作るのに役立つ。4

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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国際的な経験と知識の合算

国際労働基準は、世界中の専門家との協議を踏まえ、政府、使用者、
労働者が議論した結果である。それは、特定の労働問題が国際レベ
ルでどのように取り組まれるべきかという点に関する統一見解を示し、
全世界の知識と経験がそこに反映されている。政府、労使団体、国
際組織、多国籍企業及び非政府組織は、自らの政策・活動目的・日々
の活動に国際労働基準を取り込むことによって、こうした知見から
の恩恵を受けることができる。国際労働基準は法的な性格を持つので、
国内の法制度や行政に利用することもできるし、国際社会を統合に
導く国際法規範の一部としても使用することができる。

ILO について
国際労働機関は 1919 年に設立され、1946 年に国連の専門機関となっ
た。現在 187 カ国が加盟している。ILO は国連機関の中では独特な「三
者構成」をとっている。すなわち、労働政策や社会政策の課題に取り
組む時に、労使代表も、政府代表と等しい資格で参加するというも
のである。ILO の広範な政策は、国際労働総会（ILO 総会）で設定され
る。総会は毎年開かれ、すべての構成員が結集する。総会ではまた、
新しい国際労働基準や ILO の活動計画及び予算も決定される。

年に一度開かれる総会から次の総会までの間は、理事会が ILO を指
揮する。理事会は、政府代表 28 名、労使各 14 名で構成される。ILO
の事務部門である国際労働事務局は、その本部をスイスのジュネー
ブに置き、40 カ国以上の国に地域総局及び現地事務所を置く。創立
50 周年にあたる 1969 年には、ILO はノーベル平和賞を受賞した。現
在の ILO 事務局長は、ガイ・ライダーで、2017 年に再任され、2 期
目の 5 年任期にあたる。ILO は 2019 年に 100 周年を迎えた。
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国際労働基準は、ILO構成員（政府、労働者、使用者）によって起草さ
れ、仕事における基本的原則及び権利を定める法的手段である。そ
れらは「条約（Convention）」（または「議定書（Protocols）」）、すなわち
加盟国によって批准されることが予定された、法的拘束力のある国
際条約、あるいは法的拘束力のないガイドラインとして供される「勧
告（Recommendation）」である。多くの場合、条約は、批准国によっ
て実施されるべき基本原則を定めるものである。これに対し、条約
に連動して定められる勧告は、実施方法についてより詳しいガイド
ラインを提供することで、条約を補完する。勧告は独立して、すな
わち、条約に関係なく採択されることもある。

条約と勧告は、政府、使用者、労働者の各代表によって起草され、
ILO 年次総会で採択される。一旦基準が採択されると、加盟国は、
12ヶ月以内に、ILO憲章19条(6)に従い、権限ある機関（通常は議会）
に検討のためそれを提出することが求められる。条約の場合、これ
は批准のための検討を意味する。批准された条約は、一般に批准日
の一年後に当該加盟国において発効する。批准国は条約を国内の法
と慣行の両レベルにおいて実施し、定期的に適用状況を報告しなけ
ればならない。必要な場合は、ILOによって技術協力が行われる。さ
らに、条約批准国が当該条約に違反した場合には、当該国に対して、
申立て及び苦情申立てを開始することができる（第3章参照）。

基本条約

ILO理事会は、仕事における基本的原則及び権利として把握される分
野を網羅する 8 つの条約を「基本的」基準とした。この基本的原則及
び権利とは、すなわち、結社の自由及び団体交渉権の効果的な承認、
あらゆる形態の強制労働の禁止、児童労働の実効的な廃止、雇用及
び職業における差別の排除である。これらの原則は、労働における
基本的原則及び権利に関するILO宣言（1998年）においても取り上げ
られている（第 3 章参照）。2019 年 1 月 1 日時点で、これらの条約に
ついては、1,376以上の批准がなされており、それは批准可能総数の
92％である。当時、すべての基本条約の全世界的な批准という目標
を達成するためには、なお121の批准が必要な状態であった。

国際労働基準とは何か

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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基本8条約は以下のとおりである。

・結社の自由及び団結権保護条約、1948年（第87号）
・団結権及び団体交渉権条約、1949年（第98号）
・強制労働条約、1930年（第29号）（及び2014年同議定書）
・強制労働廃止条約、1957年（第105号）
・最低年齢条約、1973年（第138号）
・最悪の形態の児童労働条約、1999年（第182号）
・同一報酬条約、1951年（第100号）
・差別待遇（雇用及び職業）条約、1958年（第111号）

ガバナンス（優先）条約

ILO理事会は、上記の他に4つの条約をガバナンス（優先）条約、すな
わち加盟国に批准を促す条約として指定した。これらの条約は国際
労働基準全体のシステムをうまく機能させるために重要であるから
である。公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言はそ
のフォローアップにおいて、ガバナンスの観点からこれらの条約の
意義を強調する。

ガバナンス4条約は以下のとおりである。

・労働監督条約、1947年（第81号）（及び1995年同議定書）
・労働監督（農業）条約、1969年（第129号）
・三者の間の協議（国際労働基準）条約、1976年（第144号）
・雇用政策条約、1964年（第122号）



国際労働基準は、たとえば働く女性への母性保護の付与、農業部門
の労働者に対する安全な労働条件の保障など、特定の事項について
行動をとるべきであるという国際的関心が増大することから出発す
る。ILOにおける国際労働基準の展開は、世界中の政府、労働者、使
用者の三者の代表が関与する独特の立法プロセスである。第一段階
として理事会が、ある特定の問題を総会に議題として上程すること
を承認する。次にILO事務局が、当該問題に関する加盟国の法律及び
慣行を分析した報告書を作成する。報告書は加盟国政府、使用者団体、
労働者団体に配布され意見が求められ、総会で第一段階の議論がな
される。その後事務局は基準草案を提示した第二次報告書を作成し、
第一段階と同様にして、これを関係者に提示して意見を求めたうえで、
当該報告書は、次回総会の議論に付される。そして、必要に応じて
草案に修正がなされたうえで、採択の提案がなされる。この「二回討
議手続き」は、総会参加者が草案を検討し見解を述べるのに十分な時
間を与えるものである。基準が採択されるためには、投票の3分の2
以上の賛成が必要である。

20

国際労働基準はどのようにして形成されたか

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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使 労
政

使 労
政

問題の確認
理事会が
総会の
議題として
上程

事務局が国内法・
慣行について
基準内容についての
質問項目を含む
報告書を作成

政労使に
報告書送付・
コメント要求

事務局による
コメントの
分析、草案の
準備

事務局が
議事概要作成・
基準起草

政労使に
報告書送付・
コメント要求

事務局による
改正草案準備

総会で草案の
第二次討議

総会 3 分の 2 の
多数による採択

総会での
第一次討議

国際労働基準はどのような手順で採択されるか

誰が国際労働基準を採択するのか
ILO 総会は、すべての ILO 加盟国の代表によって構成される。各国の
代表は、以下の構成員からなる。政府代表2人
使用者代表1人
労働者代表1人
政府、使用者、労働者代表は、本会議においてそれぞれ一票を有する。
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条約、議定書の批准

ILO加盟国は、ILO総会において採択された条約または議定書すべて
について、批准を含む適切な立法その他の行動をとるために、自国
の権限ある機関に付すことを求められる。採択された条約または議
定書は、通常 2 つの加盟国が批准した日から 12ヵ月後に発効する。
批准は、国家が条約または議定書を法的拘束力のある文書として受
け入れるための正式な手続きである。一旦条約または議定書を批准
すれば、当該国は適用を保障するためのILOの定期的な監視システム
の下に置かれる。この監視システムについては、本書の3章を参照の
こと。

普遍性と柔軟性

基準は、ILO構成員による投票の3分の2の多数によって採択される
のであり、したがって普遍的に承認された原則の表れである。同時に、
これらの基準は、国によって文化的・政治的背景、法制度、経済発
展レベルが異なるという事実を反映している。実際、ほとんどの基
準は、これらの多様性を考慮に入れて、国内の法や慣行に適合でき
るよう十分に柔軟性を有するよう設計されてきた。たとえば、最低
賃金基準は、加盟国に特定の賃金を設定することではなく、その経
済発展の程度にふさわしい賃金を決定する制度と仕組みを作ること
を求めている。そのほかの基準には、いわゆる「柔軟条項」、すなわ
ち加盟国が一時的に通常より低い基準を設定したり、一定のカテゴリー
の労働者への条約の適用を除外する、あるいは文書の一部のみ適用
することを認めたりする内容を持つものもある。批准国が柔軟条項
を選択する場合は、通常、ILO事務局長に報告しなければならず、こ
うした条項を用いうるのは労使に諮問を行った場合のみである。そ
して、ILO条約への留保は許されていない。

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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国際労働基準の最新化

現時点で、ILOは189の条約、205の勧告、及び6の議定書を採択し
ており、なかには1919年に採択されたものもある。それらの中には
もはや今日のニーズに応えていないものもあることは容易に想像で
きる。この問題に対応するため、ILOは旧条約を置き換える改正条約、
あるいは旧条約に新しい条項を付加する議定書を採択する。

基準見直しメカニズム（SRM）

SRM は、ILO の基準に関する政策の中核的なメカニズムであり、労
働者を保護するために、そして持続可能な企業のニーズも考慮しつつ、
ILOが仕事の世界の変化する様相に対応し、明確かつ強固で最新の基
準の総体を有していることを確保するためのものである。

SRMは2011年11月に理事会によって設置されたものであるが、後
に以下の2つの決定の結果、2015年から活動を開始したものである。

•	SRMの下に32名（政府代表16名、使用者代表8名、労働者代表8名）
から成る三者構成のワーキング ･ グループを設置する 2015 年 3 月の
理事会決定

•	SRM三者構成ワーキング･グループへの付託の条件を承認する2015
年11月の決定

SRM 三者構成ワーキング ･ グループは、理事会に対して以下の事項
につき提案を行うために、ILOの国際労働基準を見直す任務を負う。

•	最新の基準、見直しの必要な基準、時代に沿わない基準など、調査
対象となる基準の状況

•	新たな基準が必要なものなど、基準の射程の及ばない範囲の確認
•	必要に応じ、実践的で期限を設定したフォローアップ
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SRM 三者構成ワーキング・グループは毎年 1 度開催され、テーマに
従い様々な基準を見直す。SRMの発足と並行して、1997年に発効し
たILO憲章改正文書は、世界中で参照される明確かつ最新の国際労働
基準の総体を有することに向けたILOの活動を強化した。ILO憲章改
正文書の発効によって、総会は3分の2の賛成および理事会の提唱に
よって、条約の目的が失われ、またはもはやILOの目的を達成するの
に意味ある貢献をしなくなった場合に、その条約を廃止する権限を
得た。2017年6月の総会において、改正文書の発効後初めて議論を
し、2 つの国際労働基準を調査し、廃止することを決定した。2018
年6月の総会では、さらに6の国際労働基準を廃止し、3つの勧告を
撤回することを決定した。加えて、理事会はSRMの活動を土台として、
2021年の総会議題として、国際レベルに見られる徒弟制度に関する
基準の空白を埋める、見習い研修制度に関する新しい国際労働基準
の可能性を挙げることを決定した。

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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労働法のモデルと目標

国際労働基準は、労使との協議のうえ、国際的に認められた基準に
適合する労働法と社会政策を作成・実施しようとしている政府にとっ
ての基本的なツールである。多くの国では、この手続きはILO条約批
准を検討する旨の決定から始まる。加盟国は、国内の立法及び政策
を検討することから作業を開始するが、これは場合によっては批准
しようとしている条約の内容に適合するよう国内法と政策を修正す
ることを含む。このようにして、国際労働基準は、国内の法及び慣
行を特定の分野において調和させるための目標の役割を果たすこと
となる。実際の批准はさらに基準の実施との関連で考慮される。加
盟国の中には、条約は批准しないが、条約に従った法整備を行う国
もあるからである。こうした国はILO基準を自国の法律や政策策定の
モデルとして用いているのである。ILO条約を速やかに批准し、批准
後に国内の法と慣行を条約に適合させるように取り組む加盟国もある。
ILO監視機構のコメントと技術協力（第3章参照）は加盟国にとってこ
の過程で指針となる。これらの国にとっては、批准は基準実施の第
一歩である。

国内法に適用される国際法の法源

多くの国では、批准した国際条約は自動的に国内で適用される。したがっ
て、国内の裁判所は、国内法が適切でないまたは法の欠缺（けんけつ）
がある事例の判断のために国際労働基準に依拠したり、あるいは「強
制労働」や「差別」といった国際労働基準に示された定義を援用するこ
とができる。自主的なイニシアチブと法令によらないルールと並ん
で、法的システムは、国際基準を周知する手段のひとつである。ILO
が10年以上にわたり目にして来た、一部の国の最高裁判所によるこ
れらの基準の活用は、国内における基準の受け入れと活用例が増え
ていることを示している。このように、労働の規制に関する国内・
国際システムはお互いに刺激し合うものである。そこでは国際労働
基準は、多くの国際レベルの当事者にとって普遍的な参照基準となっ

国際労働基準はどのように利用されているか
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ており、このようなプロセスによって国際労働法が強化されている。
そして、ILOが擁護する価値がますます尊重されていることからも分
かるとおり、国際労働法は、仕事の世界における不平等の糾弾、労使
関係・労働条件・労使紛争の規制において欠くことのできない法源と
なりつつある。

社会政策のためのガイドライン

法の形成に加えて、国際労働基準は、雇用と労働、家族政策といった
国内・地域の政策の発展のための指針となることができる。また、労
働行政、労働監督、社会保障行政、職業紹介などの多様な行政機構を
より良いものにするためにも役立つ。また労働基準は、労使紛争解決
機関によって適用されることで良好な労使関係の源として機能し、そ
して労働協約のモデルとしても役立つ。

その他の関連領域

国際労働基準の主たる利用者はILO構成員ではあるが、他のアクター
もそれを有益な道具であると考えている。実際に、国際労働基準を用
い、国際レベルでの普及に参画している新しいアクターも存在する。

•	企業の社会的責任（CSR）－包摂的で持続可能な責任ある職場慣行の促
進
ILOはCSRを、企業が、自社の事業活動の社会に対する影響について
考慮し、企業内部の方式及び手続き並びに他のアクターとの相互作用
において自らの原則と価値を確認する方法の一つであると定義する。
事実、消費者の関心が、製品とその製造過程における労働条件の倫理
性という側面について高まっており、多国籍企業は自主的に、製造拠
点やその他のサプライチェーンにおける労働条件を規律する行動規範
を作成するようになった。米国及び英国企業の上位500社の大半は、
何らかの行動規範を採択しており、その多くはILOの基準に由来する
原則を引用している。これらの行動規範は拘束力のある国際文書に代

国際労働基準：グローバル経済のためのルール
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替するものではないが、国際労働基準が定める諸原則を広めるのに
重要な役割を果たす。

ILOは2つの主要な参考資料を提供することによりCSRにおいて重要
な役割を果たしている。すなわち、「労働における基本的原則及び権
利に関する ILO 宣言」（1998 年）と、新たな経済的実態、特に国際投
資と貿易の増加およびグローバル ･ サプライチェーンの成長を受け、
2017 年理事会によりその改訂版が採択された「多国籍企業及び社会
政策に関する原則の三者宣言」（「多国籍企業宣言」）である。この改定
は、社会保障、強制労働、インフォーマル（非公式）からフォーマル（公
式）経済への移行、賃金、被害者の救済措置と補償へのアクセスなど
ディーセント･ワークの具体的な側面に対応する原則の追加を通じて、
多国籍企業宣言を強化した。改定された多国籍企業宣言は、持続可
能な開発目標SDG8の達成に関係するディーセント･ワークの実現の
ための「デュー・ディリジェンス」の手続に関する指針、ディーセント・
ジョブや持続可能な事業の創出、より包摂的な成長、そして外国直
接投資の利益分配の改善に関する指針も含む。さらに、ビジネスと
人権に関する指導原則：国際連合「保護、尊重及び救済」枠組の実践、
国連グローバルコンパクト、OECD 多国籍企業行動指針などを含め、
包摂的で責任ある持続可能な企業慣行を推進するイニシアチブの多
くがILO条約に言及している。

ILOは2009年にヘルプデスクを開設し、企業実務を国際労度基準に
沿ったものとすべく、加盟国政労使及び企業に対して、CSR及び国際
労働基準の実施に関する情報、支援、紹介、助言への簡易なアクセ
スを提供している。5

•	他の国際機関
公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言は、とりわけ
ディーセント・ワーク・アジェンダの目標を通じて、「密接に関連す
る分野を所轄する他の国際機関または地域機関は重要な貢献をする
ことができる」と強調する。他の国際組織も、多くの場合国際労働基
準をその活動に利用している。国際労働基準の適用に関する報告書は、
国連の人権保障機構及び他の国際組織に定期的に提出される。世界
銀行やアジア開発銀行、アフリカ開発銀行（AfDB）のような国際金融
機構(IFIs)は、労働基準の一部を自らの活動の中に一定程度組み込ん
でいる。例えば、2013 年に AfDB は環境および社会セーフガード・



ポリシーに、労働条件と安全衛生に関する運用上のセーフガードを
導入し（運用上のセーフガード 5）、借り手と顧客に対する AfDB の条
件を示しているが、そこではILOの国際労働基準に明示的に言及して
いる。これにより、AfDB は、セーフガード・ポリシーまたは他の戦
略文書において同様のアプローチを採用する国際的な資金援助者の
仲間入りをした。このようなアプローチとしては、世界銀行の貧困
削減戦略文書や、雇用創出を通した経済成長は労働者の基本的人権
の保護を遵守して達成しなければならないとの認識を持つ国際金融
公社（IFC）（世界銀行グループに属する）のパフォーマンス基準2がそ
の例として挙げられる。国際労働基準は、海洋運送のようにグロー
バル化した産業に対しても直接的な影響を及ぼす。国際労働基準は、
各加盟国の海事法の形成に利用されるだけでなく、港湾での船舶検
査の根拠としても用いられ、国際海事機関など他の国際組織におけ
る規則・規範に対しても直接の影響を及ぼしている。

•	自由貿易協定
増え続ける地域経済統合のための取組みや二国間及び多国間の自由
貿易協定には、労働者の権利に関する社会・労働条項が取り込まれ
ている。事実、労働条項を有する自由貿易協定はこの20年で著しく
増加した。労働条項を備えた貿易協定の数は 1995 年には 4、2005
年には 21、2013 年には 58 だったが、2016 年には、70 となった。6

自由貿易協定における労働条項は、ILO文書、特に1998年の労働に
おける基本的原則及び権利に関するILO宣言に言及するものが増加し
ており、近年の欧州における経済協定においてはILO条約についても
言及されている。EU を当事者とする協定、アメリカを当事者とする
協定、カナダを当事者とする協定をはじめとして、2013年以来に発
効した貿易協定のうち80パーセントは、このような条項を含んでい
る。もっとも、このような条項は、大変古くから登場していた。例
えば、EU の持続可能な開発とグッド・ガバナンスのための特別なイ
ンセンティブ制度（特恵関税制度、GSP+）は人権や労働の権利に関す
る特定の国際基準を履行する国家に付加的な利益を与える。1992年
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に北米自由貿易協定（NAFTA）が締結され、1994年に労働問題に関す
る補完協定（NAALC）によって補完されて以降（この協定は2018年10
月に一から再交渉された）、米国がチリ、韓国、モロッコ、ヨルダン、
シンガポール、中米諸国と締結した自由貿易協定においては、当事国
のILOへのコミットメントとともに、とりわけ、特に労働における基
本的原則及び権利に関するILO宣言の尊重と推進が再確認されている。
近年では、2017年に締結された日本とEU間の自由貿易協定において、
ディーセント・ワーク・アジェンダ及び公正なグローバリゼーション
のための社会正義に関するILO宣言（2008年）が、当事者に拘束力が
ある基準として言及されており、さらに、当事者は、8のILO 基本条
約の締結のために努力することとされている。この協定はまた、多国
籍宣言に言及する形で、企業の社会的責任に関する条項を含んでいる。

•	市民社会
アドボカシー団体や NGO は政策、法律、慣行の修正を求めるために
国際労働基準を用いている。

使用者・労働者団体の役割

使用者及び労働者の代表的組織は、国際労働基準システムにおいて、
その利用者としてだけでなく、ILOの構成員として重要な役割を果た
している。それらは新たなILO基準の対象の選択、基準案の起草に参
加し、労使代表の投票はILO総会で新たな基準が採択されるか否かを
決するのである。条約が採択されると、使用者と労働者は、政府に批
准するよう働きかけることができる。条約が批准されると、政府は
当該条約を法律・慣行の中でどのように適用しているかについて定期
的にILOに報告することが求められる（議定書についても同様）。政府
報告は使用者及び労働者を最もよく代表する団体にも提出されなけれ



ばならず、労使代表団体はこれにコメントを付すことができる。使用
者及び労働者団体は、ILO憲章第23条（2）に基づき、条約の適用状況
について、ILO に対し関連情報を直接提供することもできる。また、
ILO憲章第24条に定める手続きに則り、ILO条約違反について申立手
続きをとることもできる。ILO構成員として、使用者及び労働者団体は、
申立てを審査する三者委員会にも参加する。さらに、ILO総会におけ
る使用者及び労働者の代表者は、ILO 憲章第 26 条に基づき加盟国に
対し苦情手続きをとることができる。加盟国が1976年の三者の間の
協議（国際労働基準）条約（第144号）を批准している場合（2019年1月
1 日現在 145ヵ国が批准）、当該国は新たに総会で議論されるべく提
案された文書、権限ある機関への文書の提出、批准条約についての報
告書、未批准条約及び勧告に関する措置、そして条約の廃棄に関する
提案について、国内で三者協議を行わなければならない。
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第2章

結社の自由
団体交渉
強制労働
児童労働
機会及び待遇の均等
三者協議
労働行政
労働監督
雇用政策
雇用促進
職業指導・訓練
雇用保障
社会政策
賃金
労働時間
職業上の安全及び健康
社会保障
母性保護
家事労働者
移民労働者
船員
漁船員
港湾労働者
先住民及び種族民
他の特定のカテゴリーの労働者

国際労働基準が扱う事項



国際労働基準が扱う事項
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国際労働基準は、グローバル経済において労働者と使用者が直面
する、かつてない程増大するニーズや課題に対応している。こ

の章では、国際労働基準が扱う事項を示し、条約や勧告の中の主要
なものを紹介する。さらに、ある特定の分野においてどのような問
題が起きているか、そして国際労働基準がそうした問題を解決する
のにどのように役立っているかを説明する。最後に、国際労働基準
やそれに内包された原則の適用が、特定の状況において積極的な貢
献をしたいくつかの例を取り上げる。

この章は、関連のある ILO 条約や勧告の中で重要なものを要約する。
この要約は、説明のための情報提供の目的でなされており、原文の
参照に代用するものではない。ほかにも多くの重要で現実に有効な
条約や勧告があるが、それらはここでは要約されていない。項目別、
状況別の完全な ILO 基準リストは ILO のウェブサイト（www.ilo.org/
normes）で参照できる。またここで挙げる事例は、説明の便宜上選ば
れたものであり、特定の国家や特定の状況を名指しする意図ではない。
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結社の自由の原則は、ILO の価値の中心部分をなす。結社の自由は
ILO 憲章（1919 年）、フィラデルフィア宣言（1944 年）、仕事におけ
る基本的原則及び権利に関するILO宣言（1998年）に規定されている。
また、結社の自由は世界人権宣言（1948年）にもうたわれている権利
である。使用者団体及び労働者団体を組織し、結成する権利は、健
全な団体交渉や社会対話において不可欠である。それにもかかわらず、
多くの国において、こうした原則を適用するにあたっていまだに困
難が続いている。ある国では特定のカテゴリーに属する労働者（たと
えば公務員、船員、輸出加工区の労働者）は結社の自由が否定されて
いて、労働者団体及び使用者団体の活動は違法な形で停止させられ
ているか、妨げられている。さらに極端な例では、労働組合員が逮
捕されたり殺害されたりしている。ILO基準は、結社の自由委員会や
他の監視機構の活動（第3章参照）を通して、こうした問題を解決し、
基本的人権である結社の自由が普遍的に尊重されるよう確保するた
めの道を拓いている。

関連するILO文書

1948年の結社の自由及び団結権保護条約（第87号）
この基本条約は、労働者及び使用者が事前の許可を受けないで、自
らが選択する団体を設立し、加入する権利を規定する。労働者団体
及び使用者団体は自由に組織を結成することができ、行政機関によっ
て解散させられ又はその活動を停止させられてはならない。労働者
団体及び使用者団体は、連合及び総連合を設立しならびにこれらに
加入する権利を有する。それと同時に、これらの連合及び総連合は
国際的な労働者団体及び使用者団体に加入することができる。

1949年の団結権及び団体交渉権条約（第98号）
この基本条約は、労働組合に加入せず、又は労働組合から脱退する
ことを労働者の雇用条件とすること、もしくは組合員であるという
理由又は組合活動に参加したという理由で労働者を解雇することを
含む、反組合的な差別待遇に対する十分な保護を受けるものと規定
している。労働者団体及び使用者団体は、相互が行ういかなる干渉
に対しても十分な保護を受ける。特に、労働者団体を使用者又は使
用者団体の支配の下におくために、使用者もしくは使用者団体に支

結社の自由
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配される労働者団体を設立するという行為、また、労働者団体を使
用者もしくは使用者団体の支配下に置く目的での経理上、その他の
援助を行うという行為からも十分な保護を受ける。この条約は団体
交渉権についても規定している（団体交渉の項目も参照）。

1971年の労働者代表条約（第135号）
企業における労働者代表は、現行の法律、労働協約又は労使の合意
に基づく取決めに従って行動する限り、労働者代表としての地位も
しくは活動、組合員であること又は組合活動への参加を理由として
とられる解雇などの、一切の不利益取扱いについても効果的な保護
を享有する。労働者代表は、その任務を迅速かつ能率的に遂行でき
るように企業において適切な便宜を供与される。

1975年の農業従事者団体条約（第141号）
すべてのカテゴリーにおける農業従事者（労働者）は、賃金労働者で
あるか自営業者であるかを問わず、事前の許可なく自ら選択する団
体を設立し、及びその団体の規約に従うことのみを条件として、こ
れに加入する権利を有する。結社の自由の原則は、十分に尊重され
なければならない。農業従事者団体は、独立した、かつ自発的な性
質のものでなければならず、また、いかなる干渉、強制又は抑圧を
も受けてはならない。経済的及び社会的発展に農業労働者が参加す
ることを確保する効果的な手段として、国内政策において強力なか
つ独立した農業従事者団体の自発的な設立及び育成が促進されなけ
ればならない。

1978年の労働関係（公務）条約（第151号）
この条約で定義される公務員は、その雇用に関する反組合的な差別
待遇に対して十分な保護を受ける。公務員団体は、公的機関からの
完全な独立を享受し、同様に団体の設立、任務遂行又は管理に関し
て公的機関が行う一切の干渉から十分な保護を受ける（以下の団体交
渉の箇所も参照）。
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結社の自由に対する攻撃 7

結社の自由は労働における基本的な権利とみなされているが、組合
や組合員はいまだ深刻な権利の侵害に晒されている。国際労働組合
総連合（ITUC）は近年の重要な出版物である「労働組合員の権利の侵害」

（2017 年）において、情報が入手できた 139ヵ国の内 59ヵ国において
組合員が暴力に直面していると推計している。2017 年、11 カ国（バ
ングラデシュ、ブラジル、コロンビア、グアテマラ、ホンジュラス、
イタリア、モーリタニア、メキシコ、ペルー、フィリピン、ベネズエラ）
で労働組合員が殺害されている。また、2017 年、50 カ国で表現の自
由及び集会の自由が厳しく制限されている。加えて、84 カ国で特定
のカテゴリーの労働者が労働法制の対象から除外されている。ITUC は、
2014 年、労働者の権利が制度上も運用上も最も守られている国を調
査するため、97 の国際的に認知された指標により 139 の国を順位付
けする「グローバル・ライツ・インデックス」のプロジェクトを立ち
上げた。これによれば、46 カ国（2014 年時点では 32 カ国）において、
法の支配の欠如等により労働組合権が保障されず、労働者が不当労
働行為に晒されている。結社の自由は決して労働者だけの問題では
ない。使用者団体も、団体の活動に対して違法な干渉があるなどと
して ILO の結社の自由委員会に長年にわたって訴えを行っている。
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結社の自由は、労働者と使用者が労使関係について効果的に交渉を
行うために協力できることを保障する。強力な結社の自由と相まって、
健全な団体交渉の慣行は、使用者と労働者が交渉において平等な立
場を保持し、交渉結果が公正及び公平であることを保障する。団体
交渉によって両者は公正な雇用関係に向けて交渉することができ、
高いコストがかかる労働紛争を予防することができる。実際に、調
査によると、団体交渉があまり定着していない国に比べて団体交渉
がよく整備されている国では、賃金における不平等が少なく、失業
者数が少なく、高失業率状態も長く続かない、またストライキの数
が少なくその期間も短い、という傾向が指摘されている。良好な団
体交渉の慣行は、ときに特定の国が経済危機を乗り越えるための要
素となった。ILO基準は団体交渉を促進し、良好な労使関係がすべて
の人にとって利益となることを確保するための一助となっている。

関連するILO文書

1949年の団結権及び団体交渉権条約（第98号）
この基本条約では、労働協約によって雇用条件を決定する目的で、
使用者もしくは使用者団体・労働者団体間の自主的な交渉制度の十
分な発展と利用を奨励し、促進するために、必要に応じて国内の事
情に適した措置がとられなければならないと規定している。（結社の
自由の箇所も参照）。

1978年の労働関係（公務）条約（第151号）
この条約は、公的被用者のための団体交渉を促進し、同様に、雇用
条件の決定への公的被用者の代表者の参加を可能にするその他の方
法を促進する。またこの条約は、紛争は、当事者間の交渉を通じて、
又は斡旋、調停、仲裁などの独立かつ公平な手続きを通じて解決す
るものと規定している。

団体交渉
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ヨルダンの縫製産業における団体交渉 8

ヨルダンの縫製部門では約6万5000人の労働者が雇用されており、そ
の4分の3が主として南アジアおよび東南アジアからの移民労働者で
ある。生活と労働条件に関する一連の集団的労使紛争の末、2013年5月
に産別労働協約が締結された。この2年間有効のグローバル協約は、第
98号条約を批准したヨルダンにおいて、この種のものとしては初めて
締結されたもので、縫製産業の労働条件決定における自主的な団体交
渉の活用につき前進を示したものである。労働協約は2015年、2017年
と改定され、更新されている。2つの使用者団体（ヨルダン衣服装身具
繊維製品連盟（Jordan Garments, Accessories and Textiles Association、
JGATE）及び工場、作業所、衣類オーナー連盟（Association of Owners 
of Factories, Workshops and Garments）と、繊維製品、衣類産業一般労
働組合（General Trade Union of Workers in the Textile, Garment and 
Clothing Industries）との間で締結されたこの協約は、年功序列のボー
ナスの導入、移民労働者とヨルダン人労働者との間にみられる重要な
雇用労働条件（賃金、社会保障関連手当、時間外労働手当の支払）の差
異の是正、そして緊急医療の提供など、縫製産業において重要かつ目
に見える変化をもたらした。組合による工場や寮へのアクセスを認め
る条項を協約に含めたことで、労働者委員会の設置、リーダーの選挙、
そして権利と責任に関する労働者教育と周知が促進された。産別協約
であることから、この協約は縫製産業のすべての労働者と事業を適用
対象とする。9 

1981年の団体交渉条約（第154号）
この条約は団体交渉を定義し、公務を含む経済活動のすべての部門に
おいて団体交渉の促進を求める。
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結社の自由（農業）と農村労働者組織：農村労働者に声を
2015 年の専門家委員会の総合調査は、1921 年の結社権（農業）条約（第
11 号）、1975 年の農業従事者団体条約（第 141 号）および勧告（第 149
号）を取り上げた。総合調査でこれらの条約・勧告に注力することに
よって、ILO は、農業労働者がしばしば団結権と団体交渉権を否定さ
れることがあること、そして農村労働者は法的保護が不十分で、団
体行動を起こすための制度へのアクセスが限られているためにとり
わけ脆弱な立場にあることを再認識しようとした。世界レベルで農
業と農村経済の重要性は明らかであるが、その性格上、部門の性質、
経済的重要性と実態、さらにはその範囲に関する信頼できて比較可
能な情報（特に年齢・性別ごとに分析されたデータ）は少ない。特に、
農村経済、農業、そして農村ないし農業労働者の定義は、国ごとに
相当異なり、このためこれらの国家間の比較は信用性が高くないこ
とが多い。ILO のデータによると、国により大きく異なるものの、就
労可能人口の約 40％は農村地域に居住している。
これらの労働者のほとんどは、フォーマル（公式）経済で賃金労働に
従事しているのではなく、自営または自己採算で働いていたり、無
償の家族労働に従事している。例えば農業、とりわけ自給自足農業
である。農村地域では、インフォーマル（非公式）労働が農村労働全
体の 82.1％を占め、農業労働の 96％を占める。これに対して、都市
部の労働者でインフォーマル（非公式）労働に従事しているのはわず
か 24.5％である。1 日 1.25 米ドル未満で生活している貧困労働者の
10 分の 8 は農村地域に居住しており、農村地域の仕事のほとんどが
労働者の家族の生活を十分に支えるに足りる収入を確保するもので
はないことを意味し、また賃金労働者の報酬は、一般的に都市部よ
りも低い。最後に、農業労働者で基本的な社会的保護にアクセスで
きる者は、20％未満である。
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強制労働はいまや世界的に非難されるものとなっているが、ILO の推
計によれば全世界で2490 万人が強制労働を強いられている。強制労
働の被害者の総数のうち、83％にあたる2,080 万人は個人や企業によ
り民間経済において搾取され、17％にあたる410万人は国家による強
制労働を課せられている。個人や企業により搾取されている者のうち、
29％にあたる800 万人が性的搾取を強いられており、64％にあたる
1,200 万人がその他の強制労働による搾取を受けている。民間経済に
おける強制労働は年間1,500 億米ドルの不法な利益を生み出す。その
3分の2(990億米ドル)は商業的性的搾取によるものであり、残り(510
億米ドル) は家事、農業労働、他の経済活動など経済的搾取によるもの
である。10

ラテンアメリカの多くの国や、カリブ地域の一定のエリア、世界のそ
の他の地域では強制的な募集形態による強制労働が存在している一方、
奴隷制度の痕跡はアフリカのいくつかの部分でいまだに見受けられる。
多くの国々では、家事使用人は強制労働の状態に置かれ、多くの場合
脅迫や暴力によって使用者の家から離れられないようにされている。
南アジアでは債務労働が根強く残っており、何百万の男性、女性、子
どもが借金の悪循環の中で労働に縛りつけられている。ヨーロッパや
北アメリカでは、ますます多くの女性や子供が、彼らを強制売春や搾
取工場のネットワークに売る人身取引業者の犠牲となっている。最後
に、政治的見解を表明したことに対する制裁として強制労働を用いる
例が未だに見られる。

世界中の多くの政府にとって、強制労働の撤廃が 21 世紀の重要な課
題として残されている。強制労働は、基本的人権の重大な侵害である
というだけでなく、貧困の要因でもあり経済的発展の障害となる。強
制労働に関するILO基準は、適切に照準を定めた技術援助と相まって、
国際レベルでこの課題に対処するための主要なツールである。

強制労働
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関連するILO文書

1930年の強制労働条約（第29号）
この基本条約は、あらゆる形態の強制労働及び義務的労働を禁止し、
これは「処罰の脅威の下に強制され、自ら任意に申し出たものではな
い一切の労務」と定義される。もっとも、兵役義務によって強要され
る労務、国民の通常の市民的義務、裁判所における判決の結果とし
て強要される労務（当該労務は、公的機関の監督及び管理の下に行わ
れなければならず、労務提供者は、私人、会社もしくは団体に雇わ
れ又はその指揮に服してはならない）、緊急の場合の労務、地域社会
構成員によって行われる、地域社会の直接的な利益を目的とする軽
微な地域的役務は例外とされる。この条約はさらに、強制労働の強
要は、刑事犯罪として処罰されるべきであること、また法律により
科せられる関連の刑罰が適当であり、かつ厳格に実施されることを
批准国が確保することを求めている。

1957年の強制労働廃止条約（第105号）
この基本条約は、（a）政治的な圧制もしくは教育の手段、又は政治的
な見解もしくは既存の政治的、社会的もしくは経済的制度に思想的
に反対する見解を抱くこと、もしくは発表することに対する制裁として、
また、（b）経済的発展の目的のために労働力を動員し及び利用する方
法として、（c）労働規律の手段として、（d）ストライキに参加したこ
とに対する制裁として、（e）人種的・社会的・国民的又は宗教的差別
待遇の手段としての、強制労働を禁止する。

この2つの文書は最も多くの国に批准されている条約であるが、強制
労働がいまだに大規模に行われていることは条約の実施状況におけ
るギャップの存在を明らかにしている。このため、理事会は2014年
6 月、国際労働総会において第 29 号条約を補足する文書の採択を検
討するための議論を求めた。その結果、1930年の強制労働条約（第
29号）の2014年の議定書、強制労働の効果的な廃止のための補足的
な措置に関する2014年勧告（第203号）が採択された。



強制労働の現実
ILO の監視機構は多くの場面で、政府機関、特に労働監督機関、法
執行機関、捜査機関の包括的で協調的な行動を確保するための、強
制労働撲滅に向けた全国家的な戦略を採用することの重要性を強調
してきた。優先的な産業及び職業の特定、国民の意識の啓発、組織
的な能力開発や協調、被害者の保護とその司法と補償へのアクセス
の強化に重点を置いた、強制労働と対決するという明確な国家政策は、
強制労働の防止、抑制、被害者の保護のための行動の基本的な出発
点となる。2014 年プロトコルはこれらの諸点を発展させ、国家はこ
れら多様な分野で執っている措置を報告し始めている。専門家委員
会は、既に多くの国において実施されてきた、協調的な多部門的ア
プローチの実行に向けたイニシアチブ、とりわけ人身売買に対抗す
るためのものに着目してきた。
–	例えば、エルサルバドルでは、人身売買と戦う特別法を採択した
（2014 年 10 月 16 日法令第 824 号）。同法は、人身売買の罪を広く

定義し、人身売買と戦う国家政策は、人身売買の罪の覚知、防止
と処罰、包括的な被害者の支援と保護、権利の回復、そして協調
と協力の戦略的要素に基づくべきものと規定する。

–	イギリスでは、2015 年の現代奴隷法が採択され、隷属、強制労働
と人身売買の罪を構成する要素を定義する。同法はまた、独立反
奴隷コミッショナーの設置につき規定し、裁判所が予防的命令、
財物の没収、違反者が被害者に対して賠償金を支払うことを求め
る賠償命令を発出することを認めることにより、法執行者の権限
を強化する。そして、事業に対しては、現代奴隷制がその組織内
またはサプライチェーン内で起きないように保障するためにとら
れた対応を毎年報告書として発行することを義務付ける。

41

強制労働条約に関する2014年議定書は、法的に拘束力を有する文書
であり、強制労働の防止、被害者保護及び補償を促進し、現代的な
形式の奴隷制度を根絶するための取組みを強化することを目的とする。
当該議定書は、2016 年 11 月に発効し、2018 年 11 月 30 日時点で、
既に27カ国がこれを批准している。
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児童労働は基本的人権の侵害であり、子どもの発育を妨げ、一生涯
にわたる肉体的・精神的な損害につながるおそれがあるということ
がわかってきた。児童労働と家庭の貧困との間には強い関係がある
ことを示す証拠があり、児童労働は、貧困層の子どもを学校に通え
ないままにし、社会的地位を向上させる可能性を狭めるために、児
童労働によって、世代を超えて貧困が続くことになる。この人的資
本の低減は、経済成長と社会発展の遅れにつながるとされている。
最近のILOの研究によれば、体制移行国及び途上国における児童労働
の撤廃は、そのためにかかるコスト（主として教育改善と社会事業関
連の投資）のはるかに多くの経済的利益を生み出すことができること
を示している。児童労働に関するILOの基本条約は、グローバル規模
で児童労働に立ち向かうための2つの法的な柱を設定している。

関連するILO文書

1973年の最低年齢条約（第138号）
この基本条約は、就業が認められるための一般的な最低年齢を15歳

（軽易な労働の場合は13歳）と定め、危険性のある労働の場合は最低
年齢を18歳とする（特定の厳格な条件が満たされれば16歳とする）。
この条約は、経済及び教育施設が十分に発達していないところでは、
当初は一般的な最低年齢を 14 歳（軽易な労働については 12 歳）と定
めることができるとしている。

1999年の最悪の形態の児童労働条約（第182号）
この基本条約は、「児童」を18歳未満の者と定義する。この条約は批
准国に対し最悪の形態の児童労働を撤廃することを求めており、こ
の労働は、児童の人身売買及び取引、債務奴隷、農奴、武力紛争に
おいて使用するための児童の強制的な徴集を含む強制労働及び義務
的労働などのあらゆる形態の奴隷制度又はこれに類似する慣行、児
童の売春及びポルノ、不正な活動、特に薬物の生産及び取引のため
の児童の使用、児童の健康、安全もしくは道徳を害するおそれのあ
る労働を含むものとしている。この条約は批准国に対し、児童を最
悪の形態の児童労働から引き離すための、かつ、児童のリハビリテー
ション及び社会的統合のための必要かつ適当な直接の援助を提供す
ることを求める。さらに、最悪の形態の児童労働から引き離される
児童のための無償の基礎教育及び、可能かつ適当な場合には、職業
訓練の機会の確保を批准国に求めている。

児童労働



2019年1月時点において、171ヵ国が第138号条約を批准し、182カ
国が第182号条約を批准している。そこで、第182号条約が全世界的
な批准を達成するまで、わずか5カ国の批准が求められているのみで
ある。

数に現れた児童労働

ILO は、世界中で 1 億 5,200 万人の子どもが児童労働に従事させられ
ていると推計しているが、これは全世界の子どもの人口のほぼ 10％
にあたる。約7300万人の5歳から17歳の子ども（3,540万人が5歳か
ら14歳までの子どもであり、3,710万人が14歳から17歳までの子ど
もである）は危険な労働を強いられている。児童労働は農業において
最も浸透しており、これは児童労働全体の71％を占め、1億800万人
の子どもが農業に従事させられている。いまだ残された課題は多いが、
一定の進歩も見られる。すなわち、児童労働を強いられている子ども
の数は2000年から2016年の間に9,400万人減少し、全体のほぼ3分
の1が減少している。11

児童労働との闘いは決して最貧国に限られない。児童労働の件数は貧
しい国で最も高くなっているが（低所得国の子どもの19.4％、下位の
中所得国の子どもの8.5%、上位の中所得国の子どもの6.6％、上位所
得国の子どもの1.2％が児童労働者である）、中所得国が児童労働者の
数では最も大きな割合を占める。

近年のILOの概算によれば、低所得国の児童労働者数は6,500万人で
あるのに対し、中所得国の児童労働者数の合計は8,400万人にのぼる。
これらの統計は、貧しい国については特に注意を要求している一方で、
最貧国のみに注力していては、児童労働に対する闘いにおいて勝利す
ることはできないであろうことを明確に示している。
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地地域別に見れば、
アフリカに 7,210 万人、
アジア太平洋地域には 6210 万人、
アメリカ地域に 1,070 万人、
アラブ諸国に 120 万人、
ヨーロッパと中央アジアに 550 万人の児童労働者（5 歳から 
17 歳まで）が存在する。
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児童労働基準の実践：	
ウズベキスタンとブラジルにおける児童労働と闘うための行動

第 182 号条約は、武力紛争における児童の使用を含む、最悪の形態
の児童労働を撤廃することを求めている。2008年に、ウズベキスタ
ンは第 182 号条約を批准した。専門家委員会及び基準適用に関する
総会委員会は数年来、ウズベキスタン政府に対し、綿花畑において、
危険な条件にもと強制労働に従事させられている児童の状況に注意
を呼びかけていた。2013 年、ウズベキスタン政府は第 29 号条約お
よび第 182 号条約の実施のために、補助的措置の計画を採択し実施
した。2015年、児童労働・強制労働全国調整協議会は苦情を受理し、
調査するモニタリング制度を設けた。綿花収穫における18歳未満の
学生の雇用も、2016年6月の内閣の会合において禁じられた。2013
年以来ILOとウズベキスタン政府により共同して行われてきたモニタ
リングと事業監督は、条約の完全な適用に向けた大きな前進を示し
ている。綿花収穫中の児童労働は現在概ねなくなっている。ウズベ
キスタン政府は、この状況について特に監視を続けるようにしている。
第 182 号条約は、特定の形態の児童労働を早急に撤廃するため行動
が求められているという圧倒的な世界規模の共通理解を反映し、今
や全世界的な批准がほぼ達成されている。

2000 年に第 182 号条約、2001 年に第 138 号条約を批准して以降、
ブラジルは児童労働の撤廃に向けて大きく前進した。経済活動に従
事する7歳から15歳の子どもの数は1992年から2015年の間に19%
から5％に減少し、一方で学校への通学率は80％から95％に上昇し
た。12 この進歩は、政策改革、学校への通学を条件とした資金移転プ
ログラム、整備され訓練された労働監督制度の強化（児童労働を対象
とした機動性のある特別監督団の設立を含む）などの組織的で統合さ
れた手法により達成された。
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差別のない社会は存在しない。実際、雇用と職業における差別は、
全世界的であり、永続的な現象である。世界中で数多くの女性と男
性は、能力や技術ではなく単に性や皮膚の色、民族や信条などを理
由に、職業を得たり技術訓練を受けたりすることが認められず、低
賃金で働かされ、一定の職業に縛られている。たとえば、多くの先
進国では女性労働者は、同等の労働または同等の価値のある労働を
している同僚の男性よりもいまだに20％から25％低い賃金しか手に
することができておらず、この分野においてみられる近年の改善が
どれだけ滞っているかを示している。差別からの自由は基本的人権
であり、労働者が自由に職業を選び、彼らの潜在的能力を最大限高
め、能力に応じて経済的対価を得るために不可欠である。職場に平
等の概念を持ち込むことは、重要な経済的利益ともなる。労働者を
平等に扱うことで使用者はより多くの、より多様でより高い質の労
働力にアクセスすることができる。平等な扱いを受けている労働者は、
多くの訓練を受けることができ、しばしば高い賃金を得ることがで
きる。グローバル化した経済の利益は、平等な社会においてより公
正に分配され、より大きな社会的安定をもたらし、さらなる経済的
発展のためのより広範な一般国民の支持につながる。13 平等に関する
ILO基準は、労働に関する全ての場面そして社会全体における差別を
撤廃するための手段を提供する。ILO基準はまた、ジェンダー主流化
戦略が労働分野において適用されるための基礎を与えている。

関連するILO文書

1951年の同一報酬条約（第100号）
この基本条約は批准国に対して、同一価値の労働を行う労働者につ
いては男女問わず同一報酬を与えるという原則を適用するよう求める。

「報酬」とは、通常の、基本の又は最低の賃金又は給料及び使用者が
労働者に対してその雇用を理由として現金又は現物により直接又は
間接に支払うすべての追加的給与をいう。

機会及び待遇の均等
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多くの国では「同一価値の労働」という概念に言及せず、いまだ条約
による保障よりも狭い範囲の法的規定を維持しており、そのような
規定は性別による賃金差別の撤廃に向けた前進を妨げていることを
踏まえ、専門家委員会はそれらの国の政府に対して、法制度を修正
するために必要な手段をとらなければならない旨、再び促した。

修正された法制度は同一又は同等の労働に対する同一報酬を規定す
るのみならず、それが「同一価値」であるにもかかわらず、性差によ
り男女が異なる労働をするという状況に対処できるはずである。あ
る二つの仕事が同一の価値であるかを判断するため、技能、努力、
責任、労働条件といった要素を考慮にいれてその価値を評価し、そ
の相対的価値を比較する方法を採用する必要がある。しかしながら
条約は、客観的な仕事の価値評価を行うための特定の方法を規定し
ていない。

2012 年、公正なグローバル化のための社会正義に関する ILO 宣言（2008
年）に照らし合わせた、労働における権利に関する基本諸条約につい
ての総合調査において、専門家委員会は、「同一価値の労働」概念に
ついて、1951 年の同一報酬条約（第 100 号）についての 2007 年の総合
調査において既に打ち出されていた原則を繰り返し述べた上で、以
下のように述べた。
同一価値の労働に対する男女の同一報酬は広く受け入れられた原則
であるが、いくつかの国においては、その概念の射程と実際の運用
が、より理解困難なものとなっており、適用もより難しくなっている。
専門家委員会は、法制度及び運用におけるこの条約の適用の難しさは、
とりわけ「同一価値の労働」という概念の理解の欠落によるものであ
ると認識する。「同一価値の労働」という概念は、同一価値労働に対
する男女同一報酬という基本的原則の核心であり、平等の推進のた
めに核心となる概念でもある。
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1958年の差別待遇（雇用及び職業）条約（第111号）
この基本条約が定義する差別とは、人種、皮膚の色、性、宗教・政
治的見解、国民的出身又は社会的出身に基づいて行われるすべての
差別、除外又は優先で、雇用又は職業における機会又は待遇の均等
を破り又は害する結果となるものをいう。条約はまた、代表的な使
用者団体、労働者団体、関係機関との協議を経た上で、禁止すべき
差別事由のリストを拡大することを可能にしている。近年の国内法
制においては、広範囲の追加的な差別禁止事項を含んでいる。例えば、
HIVに実際に感染したり又は感染したと受けとめられることによる差
別、年齢、障害、性的指向、性認識などによる差別の禁止が挙げられる。
条約には、教育及び職業上の訓練へのアクセスに関する差別待遇、
雇用及び特定の職業へのアクセスに関する差別待遇ならびに雇用の
条件に関連する差別待遇が含まれている。この条約は批准国に対して、
雇用及び職業についての一切の差別を根絶するために、国内の事情
及び慣行に適した方法により、雇用又は職業についての機会及び待
遇の均等を促進することを目的とする国の政策を明らかにし、この
政策を進めることを求める。このようにして採用された政策及び措
置は、常に変化する状況の中で、これらが適切で効果的であり続け
られるよう継続的に評価、検証されるべきである。

2012年の総合調査において、専門家委員会は、条約が各国の平等政
策が効果的なものとなっていることを求めている点を強調した。そ
れゆえ、プログラムが立ち上げられる、もしくはすでに立ち上げら
れているべきであって、すべての差別的な立法や行政慣行は、廃止
されあるいは修正され、固定観念にとらわれた行動や偏見的な態度
は改善に向けて取り組まれ、寛容的な雰囲気が育まれ、モニタリン
グが実行されることが明確に示されていなければならない。差別に
対処する手段は、法律にせよ、慣行にせよ、個別具体的なものでな
ければならない。それらの措置は、あらゆる雇用及び職業において、
また、本条約によって網羅されている全ての差別事項に関して、直
接または間接の差別の撤廃及び全ての労働者の機会及び待遇の均等
の促進に対する実効的な貢献をしなければならない。条約で定めら
れた差別を撤廃し、条約で網羅されたすべての集団についての実質
的な平等を達成するためには、特定の集団を別異に扱うことが求め
られることもあろう。
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1981年の家族的責任を有する労働者条約（第156号）
男女労働者の機会及び待遇の実効的な均等を実現するために、この
条約は批准国に対して、家族的責任を有する者であって現に雇用さ
れている者又は職業に従事することを希望する者が、差別を受ける
ことなく、また、可能な限り職業上の責任と家族的責任との間に衝
突が生じることなく、職業に従事する権利を行使できるようにする
ことを、国家の政策の目標とするよう求める。この条約はさらに政
府に対して、地域社会の計画において、家族的責任を有する労働者
のニーズを考慮に入れ、保育及び家族に関するサービス、施設など
の公的又は民間による地域社会のサービスを発展させ又は促進する
よう求めている。

こうした基準に加え、他の多くのILO基準にも特定の事項に関する平
等規定が含まれている。
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ILOは、労働問題を扱う基準と政策の形成において三者構成の原則（政
府、使用者、労働者間の対話と協力）を基本としている。国際労働基準は、
三者構成によって作り出され監視されており、これは国連システム
の中でILOをユニークな存在にしている。基準採択における三者構成
のアプローチは、基準がILOのすべての構成員から広範な支持を得る
ことを確保している。

ILO基準に関する三者構成は、国内レベルにおいても重要である。定
期的な三者協議を通じて政府は、使用者と労働者の参加の下にILO基
準が形成され、適用され、監視されることを確実にすることができる。
三者協議に関するILO基準は、国内における効果的な三者協議のため
の枠組みを示す。こうした協議によって、社会的パートナーの間で
より大きな協力と、国際労働基準に関する問題へのより強い認識と
参加を確保することができ、また、広範な社会的・経済的問題に関
してよりよいガバナンスとより大きな社会対話の文化をもたらすこ
とができる。

この三者構成の重要性により、ILOは1976年の三者の間の協議（国際
労働基準）条約（第144号）の批准と実施を優先事項としている。さらに、
公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言は、ガバナン
スの観点から、この文書が（第81号、第122号、第129号条約とともに）
重要な役割を有していることを強調している。

三者協議
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関連するILO文書

1976年の三者の間の協議（国際労働基準）条約（第144号）
このガバナンス条約は、「使用者及び労働者の代表的団体」のコンセ
プトを定義し、批准国に対して、国際労働総会の議題、新たに採択
されたILO基準の権限ある国内機関への提出、批准されていない条約
及び実施されていない勧告の見直し、批准された条約に関する報告、
そして批准された条約の廃棄に関する提案などの事項に関して、政
府、使用者及び労働者の代表者の間で効果的な協議が行われること
を確保する手続きを運用することを求めている。使用者及び労働者は、
協議が行われるいかなる機関においても平等の立場で代表され、協
議は少なくとも年に1回は行うものとしている。

ILO 基準の実践：チュニジア、ジブチ、フィリピンにおける社会対話
2013 年 2 月、新憲法の制定の直後、そしてチュニジア政府、チュニ
ジア産業貿易手工業組合（UTICA）、及びチュニジア労働総同盟（UGTT）
との間の社会契約締結から 1 年にして、チュニジアは第 144 号条約
の批准した、136ヵ国目の ILO 加盟国となった。「アラブの春」の数年
後、このような条約批准は、民主主義の重要な要素である三者主義
と社会対話の発展のための新時代の始まりの予兆となった。
2016 年の三者協議に続き、ジブチの三者構成のパートナーは満場一
致で 2006 年の海上労働条約、そして 1930 年の強制労働条約に対す
る 2014 年の議定書の両方を 2018 年に批准した。
フィリピンでは幅広い三者協議が 2017 年における、1978 年の労働
関係（公務）条約（第 151 号）の批准につながった。
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国際労働基準は通常、各国の国内法と政策を通じて適用される。したがっ
て、国内の労働政策の形成と実施のすべての側面で責任を負う、実行
可能で活発な労働行政を各国が保持することが不可欠である。様々な
形で労働行政制度を促進することに加えて、ILO基準は同時に労働統
計の収集を促進する。それは、国内レベル、国際レベルの両方におい
てニーズを確認し、労働政策を作り上げる際に非常に重要である。世
界中のほとんどの国で労働行政が存在するが、それらの多くが財政的・
物資的困難に直面している。したがって労働行政制度における十分な
財源確保は、この発展のための重要なツールの保持とその強化のため
に必要なのである。

関連するILO文書

1978年の労働行政条約（第150号）
批准国は、国内事情に適する方法によって、機能及び責任が適切に調
整された労働行政の制度を自国の領域内において組織し、効果的に運
用することを確保するよう求められる。労働行政制度は、国内労働基
準の形成・実施・監督、雇用と人的資源の開発、労働についての研究・
調査・統計などに責任を負わなければならない。そして、労使関係に
支援を与えなければならない。労働者、使用者、そして彼らのそれぞ
れの団体による国内労働政策への参加も確保されなければならない。
労働行政の職員は、その任務を効果的に遂行するために、必要な地位、
物的手段及び財源を有するものとされる。

1985年の労働統計条約（第160号）
批准国は、基本的な労働統計の定期的な収集、作成、公表を求められる。
労働統計は各国の財政事情に従って、（a）経済活動人口、就業、失業、
可能な場合には顕在的な不完全就業、（b）経済活動人口の構造と分布、

（c）平均賃金及び平均労働時間（実労働時間又は支払労働時間）ならびに、
適当な場合には、時間賃金率及び所定労働時間、（d）賃金構造及び賃
金分布、（e）労働費用、（f）消費者物価指数、（g）世帯支出又は、適当

労働行政
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な場合には、家族支出及び、可能な場合には、世帯収入又は、適当な
場合には、家族収入、（h）労働災害及び、可能な場合、職業病、（i）労
働争議　などの範囲へと、漸進的に拡張されなければならない。 
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労働法制の適切な適用は効果的な労働監督業務にかかっている。労働
監督官は、国内の労働基準が職場においてどのように適用されている
かを調査し、労働時間、賃金、職業上の安全と健康、児童労働のよう
な事項における国内法の適用を、どのように改善すべきか、使用者及
び労働者に助言を与える。加えて、労働監督官は国内法の抜け穴や欠
陥を国内の権限ある機関に通報する。彼らは労働法がすべての使用者
及び労働者に対して平等に適用されることを確保する際に重要な役割
を果たす。国際社会は労働監督の重要性を認めているため、ILOは2
つの労働監督条約（第81号と第129号）の批准の促進を優先事項とし
てきた。2019年1月1日時点において、（ILO加盟国のほぼ80％とな
る）146ヵ国が1947年の労働監督条約（第81号）を批准し、53ヵ国が
第129号条約を批准している。

それにもかかわらず、労働監督制度に予算と職員が十分に充てられて
おらず、その結果、労働監督が実行できていない諸国では、課題が残っ
たままである。いくつかの開発途上国では国家予算の1％に満たない
額しか労働行政に割り当てられておらず、労働監督制度はそのうちの
一部しか受け取っていないことを示す調査結果がある。他の研究では、
職業上の事故・病気、長期欠勤、労働者の酷使、労使紛争から生じる
コストの方がはるかに高いものとなりうることが示されている。監督
行政はこれらの問題を防止し、それによって生産性や経済的発展を高
めることができる。

関連するILO文書

1947年の労働監督条約（第81号）
このガバナンス条約は、工業的事業場及び商業的事業場における労
働監督制度を保持するように、批准国に求める。ただし、批准国は
鉱業、運送業に関しては例外を設けることができる。条約は、労働
監督が対象とする法令の分野において確立している一連の原則の尊
重や、監督制度の機能と組織、監督官採用の基準、監督官の分限、
勤務条件、及び権限と義務について規定している。労働監督の実施は、
諸問題に関する施策について、労働監督の一般的な機能を示した年
次報告として公表しILOに通知されなければならない。

労働監督
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1947年の労働監督条約（第81号）の1995年議定書
この議定書を批准する各国は、1947 年の労働監督条約（第 81 号）の
規定の適用を非営利と考えられる事業場へと拡大しなくてはならない。
非営利とは条約のいう工業的事業場でも商業的事業場でもないこと
を意味する。この議定書はまた、そこに列挙された公務の監督をす
るための特別措置を批准国が設けることを認めている。

1969年の労働監督（農業）条約（第129号）
このガバナンス条約は、第81号条約と同様に、批准国に農業におけ
る労働監督制度の設立と保持を求める。労働監督の適用範囲は、第
三者の助力を利用しない小作農、分益農その他類似の種類の農業労働者、
協同組合員などの共同経済企業の参加者、農業的企業の運営者の家
族の構成員であって国内法令又は規則で定めるものに拡大すること
もできる。
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労働監督とインフォーマル（非公式）経済
インフォーマル（非公式）経済は、世界の労働力の過半数と、中小零
細事業の 90％以上を含む。それは、実に多様な状況、使用者、そし
て労働者を包含するものである。労働者のほとんどは、特に規制に
よる保護が法的に適用されず、または現実の運用において非公式な
経済単位とその労働者に適用されないこともある開発途上国における、
自給自足経済の一部をなす。監督サービスの不足や、インフォーマ
ル（非公式）経済に関する特有の課題のため、政府がフォーマル（公式）
経済のもと運営される事業にのみ注力する場合もある。2015 年 6 月、
ILO 加盟国政労使は、あらゆる形態のインフォーマル（非公式）経済が、
その規模ゆえに、労働の基本的な原則および権利、社会的保護、ディー
セントな労働条件、包摂的な発展と法の優越など、労働者の権利の
尊重にとって重大な障害であり、持続可能な企業の発展、公的収入、
特に経済的・社会的・環境的政策に関する国家の行動、国内・国際
市場における制度的堅固性と公正な競争に対し悪影響を及ぼすこと
を認め、総会において 2015 年の非公式な経済から公式な経済への移
行勧告（第 204 号）を採択した。

労働監督サービスの倫理原則の形成
フランスでは、公的労働監督の倫理規定を示したデクレが 2017 年に
施行された。この規定は、監督官に適用される職業倫理のルールを強
化し、具体的に第 81 号条約と 129 号条約に言及する。デクレはまた、
すべての公務員に適用される倫理的原則およびルール、並びに利用者
の信頼を確保し、サービスの正統性と市民の保護、公共サービスとそ
れを提供する公務員を強化するという目的に基づく労働監督の機能と
権限の性質に照らした労働監督に関する原則とルールを確認する。
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ほとんどの人々にとって、貧困を避ける鍵は、仕事があることである。
ILOは、雇用に取り組むことなしに労働基準を発展させても意味がな
いと認識しており、男女ともに十分な雇用と収入を確保する機会を
より多く作り出すことに、その計画の大部分を割いている。この目
標を達成するために、ILO は技術協力計画とともに、完全、生産的、
かつ自由選択の雇用を達成することを目的とする雇用政策について
の国際基準を促進している。1つの政策を立案するだけではこの目的
を達成することができない。開発途上国、先進国、または体制移行
国であっても、すべての国は完全雇用をもたらすための自国の政策
を考案する必要がある。雇用政策についてのILO基準は、ディーセン
ト・ワークを得るために最大限のアクセスが確保できるような政策
を形成し、実施するための枠組みを提供する。

関連するILO文書

1964年の雇用政策条約（第122号）
このガバナンス条約は、批准国に、完全、生産的、かつ自由選択の雇
用を促進するよう企図された積極的政策を宣言し、遂行するように求
める。この政策は次のことを確保する目的で行われなければならない。
すなわち、（a）仕事に就くことができ、かつ、仕事を求めているすべ
ての者のために仕事があること、（b）そのような仕事ができる限り生
産的なものであること、（c）職業選択の自由があることならびに労働者が、
人種、皮膚の色、性、宗教、政治的意見、国民的系統又は社会的出身
のいかんを問わず、自己に適する職業に必要な技能を習得しならびに
その職業において自己の技能及び才能を活用するための可能な最大限
度の機会を有することである。1984年の雇用政策（補足規定）勧告（第
169号）はこれに加え、完全かつ生産的で自由に選択された労働を推
進するために設計された経済・社会政策、計画、プログラムは、雇用
へのアクセス、労働条件、職業ガイダンスと研修、キャリア発展に関
してすべての労働者に機会と処遇の均等を保障することを目指さなけ
ればならないとする。さらに、一定の恵まれない集団が雇用の獲得に
際して直面する困難にかんがみ、勧告は国家に対し、女性、若年労働者、
障害を持つ労働者、高齢労働者、長期失業者、そして合法的に国内に
いる移民労働者など、継続的な雇用の獲得に際してしばしば困難に直
面するカテゴリーに属する全ての人々のニーズに応える措置を採用す
ることを呼びかける。この政策は、経済的発展の段階・水準や、雇用
目的と他の経済的・社会的目的との間の相互関係について妥当な考慮

雇用政策



2017 年 6 月、ILO 加盟国政労使は、平和の推進、紛争や災害に起因
する危機的状況の防止、復興を可能にし、回復力を強化するにあたっ
て労働とディーセント ･ ワークが重要であることを確認し、労働に
おける基本的な原則と権利および国際労働基準を含むすべての人権
の尊重と法の支配の尊重を確保する必要性を強調し、国際労働総会
において、2017 年の平和及び強靱性のための雇用及び適切な仕事勧
告（第 205 号）を採択した。
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を払わなければならず、国内事情及び慣行に適する方法で遂行されな
ければならない。また、この条約は、労働者と使用者、そしてその措
置によって影響を受ける人々それぞれの代表者と協議して、雇用政策
を適用するための措置をとるよう批准国に求める。

2006年の雇用関係勧告（第198号）
この勧告の目的は、関係当事者の権利義務が明確ではない状況や、雇
用関係の偽装が図られている場合、あるいは法的枠組またはその解釈
適用において不十分な点や制限が存在する場合などにおいて、雇用関
係が存在するのかどうか明らかにすることが困難な労働者を保護する
ことにある。勧告は、雇用関係において仕事をする労働者の効果的な
保護を保障するための国の政策の策定を想定している。

世界雇用戦略と公正なグローバル化のための社会正義に関する	
ILO宣言（2008年）のフォローアップ

2003年に、ILO理事会は世界雇用戦略を採択した。それは、雇用を拡
大する世界的戦略を発展させるための、核となる10の柱を示してい
る。これらは、生産的雇用のための貿易や投資、そして途上国のため
の市場アクセスを促進すること、基本的な生計を維持するための持続
可能な発展、マクロ経済政策についての政策統一などのような経済的
戦略を含む。他の核となる柱は、協同組合と中小企業の促進、訓練と
教育、社会的保護と職業上の安全と健康、平等と団体交渉のような、
国際労働基準によって裏付けられる戦略を含んでいる。14 2008年の公
正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣言のフォローアッ
プは、国際労働総会で問題を周期的に討議する仕組みを含むものであ
る。同宣言は、加盟国がILOの目標を達成できるよう加盟国を手助け
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するための統合されたアプローチを要求しており、これに対する対応
として、国際労働総会での討議のために、事務局によって、報告が周
期的に準備されることが決定された。2008年11月、理事会は周期的
討議の対象となる最初の戦略目標について決定を行った。これまで、
総会において、雇用の戦略的目標に関し、周期的討議が2度行われて
きた。最初の周期的討議は2010年に行われ、「社会正義と公正なグロー
バル化に向けた雇用政策」を扱った。2度目の雇用に関する周期的討議
は2014年に行われ、そこで総会は「持続可能な回復と開発に向けた雇
用政策」について討議をした。雇用に関する次の周期的討議は2021年
に行われる。
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第122号条約は完全、生産的、かつ自由選択の雇用を目標と規定する。
加えて、他のILO文書もこの目標を達成するための戦略を提示してい
る。（公共、民間）職業紹介サービスや、障害者の雇用、中小企業、協
同組合はすべて、雇用創出に役立つ手段である。この領域のILO基準
は、これら各種手段を効果的に用いるための指針を与えている。

関連するILO文書

1948年の職業安定組織条約（第88号）
この条約は批准国に対し、国の指揮下に置かれた全国的な職業安定組
織という形で無料にて利用可能な職業紹介サービスを設け、運営する
ことを求めている。「職業紹介サービスの本来の任務は、必要な場合
には他の関係する公私の関係団体と協力して、完全雇用の達成および
維持ならびに生産資源の開発及び利用のための国家的計画の不可分の
一部として雇用市場を最もよく組織化することである」と規定する第
88 号条約第 1 条 (2) により、第 88 号条約と第 122 号条約の密接な関
連は明らかである。公的職業紹介サービスは、労働者が自己に適した
雇用を見つけられるように、また使用者が自己に適した労働者を見つ
けられるように支援すべきである。この条約は、障害者や若年者など、
特定の類型の労働者のニーズに応えるための具体的な措置の採用を想
定している。

1983年の職業リハビリテーション及び雇用（障害者）条約（第159号）
この条約は、職業リハビリテーションや障害者の雇用に対する国内政
策の原則を規定し、障害者のための職業指導、職業訓練、職業紹介、
失業に関する事業の実施及び評価について規定している。国の政策は、
適正な職業リハビリテーション措置をあらゆる障害を持つ者にとって
利用可能とすることを保障し、開かれた労働市場における障害者の雇
用の機会を推進することを狙いとしなければならない。政策は、障害
を持つ労働者と一般の労働者との間の機会均等の原則に基づかなけれ
ばならない。条約はまた、使用者・労働者の代表組織、そして障害を
持つ者の、またはそのための代表組織との協議も要求する。

雇用促進
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1997年の民間職業仲介事業所条約（第181号）
この条約は批准国に、民間職業仲介事業所が差別禁止原則を尊重す
ることを確保するよう求める。民間と公共の職業仲介事業所の協力、
非道徳的又は不適切な慣行から求職者を保護する一般原則、下請け
契約の下にある労働者と海外から募集された労働者の保護を規定する。
また、労働者派遣事業にも適用される。

1980年の高齢労働者勧告（第162号）
高齢労働者は、年齢を理由に差別されることなく、雇用において、
他の労働者と平等の機会と待遇を享受すべきであると勧告している。

1998年の中小企業における雇用創出勧告（第189号）
雇用と持続可能な経済成長を促進する際の中小企業の重要性に鑑みて、
加盟国は国内事情に照らして適切で、国内慣行と一致する中小企業
の促進措置をとるように勧告している。

2002年の協同組合の促進勧告（第193号）
この勧告は、特に、雇用創出、資源動員、投資創出における役割に関して、
協同組合を促進することを目的としている。
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障害を持つ労働者の雇用保障
第 159 号条約を批准した加盟国には、労使及び障害者の代表組織との
協議を経て、障害者の職業リハビリテーションと雇用に関する国の政
策や法令を採択・制定している国がある。例えば、2015 年にはアイ
ルランドが障害者の普遍的雇用戦略を採択した。日本とモンゴルも、
障害者に対する差別を撲滅するために法令を制定している。アイルラ
ンドのワークウェイ・プログラムは、障害者の高い失業率の問題に対
して、パートナーシップによるアプローチを採用したヨーロッパで初
めてのプロジェクトである。このプロジェクトは「繁栄と公平のため
の取り組み」の下で、2001 年に立ち上げられた。このプログラムは民
間セクターにおいて、障害者雇用に関する意識を啓発するとともに、
障害者雇用を促進することを目的としている。この目的を実現するため、
プログラムは、国内の 4 つの地域で立ち上げられ、政・労・使の三者
の地域レベルのネットワークにより運用される。プログラムは、アイ
ルランド政府と欧州委員会の共同出資によるものである。三者主義と
社会対話はまた、アイスランドにおける障害に関する立法や職業上の
リハビリテーション基金（VIRK）の設立といった取組みにおいて核心的
に重要であった。この立法の始まりは、長期間の疾病に罹患し、又は
労働能力が低減するような事故に遭った労働者のための新たなリハビ
リテーション制度の発展に関する規定を含む 2008 年の労働協約にさ
かのぼる。VIRKも、使用者による特別な拠出を定める社会的パートナー
による合意を実行に移すために設立されたものであった。
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若年雇用：課題と展望
2012 年、国際労働総会の一般討議において、若年雇用の危機の問題
の大きさとその特性についての検証が行われた。そこでは、高いレ
ベルの失業と不完全雇用（過小雇用または能力以下の仕事に従事する
こと )、若年層の就労可能な仕事の質の低下、労働市場からの分離、
及びディーセント・ワークへの移行の遅さと難しさが特に考察され
た。その議論に続いて、若年層の雇用危機に対処するための、即時の、
対象が特定された、新しい取り組みを求める決議が採択された。こ
の総会決議は若年労働者の権利を保護するうえで、国際労働基準が
重要な役割を果たすことを確認した。それはまた、若年労働者に関
する国際労働基準の付属リストを含むものである。2017 年版「世界
の雇用情勢」のデータによれば、若者の失業率は、成人の 3 倍である。
そして若年の女性や男性が仕事を見つけても、仕事の質が問題であ
り、若年者が不安定雇用にある可能性は 2 倍である。専門家委員会は、
継続的な雇用を見つけるのに若年者が直面する困難は、しばしば失
業率の高い若年の女性や、障害を持つ若者など、ディーセント ･ ワー
クの格差に最も晒されているグループで、若年の男性よりもより大
きい。他方で、専門家委員会は、一部の国において、政策やプログ
ラムを通じて若年者雇用と質の高い雇用の創出を推進する努力がな
されていることも確認している。
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教育と訓練は人々の就業能力を高める鍵であり、それによって彼ら
がディーセント・ワークに近づくことができ、貧困から脱却できる
ようになる。今日のグローバル経済の中で競争するためには、労働
者と使用者は情報・伝達技術や、新しい企業組織の形態、国際市場
の働きなどについて、特によく訓練される必要がある。したがって、
完全雇用と持続的な経済成長を達成しようとする社会は、教育と人
的資源の開発に投資する必要がある。労働人口全体に基本的な教育、
核となる職業技能、生涯学習の機会を与えることにより、諸国は労
働者が自らの就業能力を維持・改善することができるよう確保する
ことを支援できる。これらは、結果的に、より熟練した、生産的な
労働力を生み出す。にもかかわらず、教育や情報技術へのアクセス
に関するギャップは、国家間においても国内においても残っている。
ILO 基準は、すべての社会的パートナーにとって有益となる、人的
資源に関するプラクティス及び訓練に関する適切な政策を発展させ
るよう各国に訴えている。この問題の継続的な重要性ゆえに、2004
年、国際労働総会は人的資源開発勧告（第195号）を更新し、採択した。
これは、教育、訓練、生涯学習に焦点を当てた勧告である。

関連するILO文書

1974年の有給教育休暇条約（第140号）
この条約は、批准国に、国内事情及び慣行に適する方法によって、
必要な場合には段階的に、あらゆる段階での訓練、一般教育、社会
教育及び市民教育、労働組合教育を目的とする有給教育休暇の付与
を促進するための政策を策定し、適用するよう求める。

1975年の人的資源開発条約（第142号）
この条約は、批准国に、特に公共の職業安定組織を通じて、雇用と
密接につながる職業指導、職業訓練につき、政策及び計画を発展さ
せるよう求める。この目的のため、批准国はさらに一般教育・技術
教育・職業教育、教育指導・職業指導、そして職業訓練の補完的な
制度を発展させることと、障害者のための適切な計画を含めて、若
者や成人へその制度を次第に拡大させることが求められる。

職業指導・訓練
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教育と訓練の実践

人的資源に投資することによって、企業は生産性を改善し、よりよ
く世界市場での競争に参加できる。たとえばある研究によれば、デ
ンマークでは、生産革新と目標を定めた訓練を結びつけた企業は、
そのような戦略を追求しなかった企業よりも、生産高、仕事、労働
の生産性において多く成長がみられた。ドイツ、イタリア、日本、
米国についての研究でも同様の結論に達した。訓練は、労働者の生
産性及び技能水準を高めることによって、労働者個人だけでなく使
用者にも同様に利益を与えることになる。15

2010 年の雇用についての文書に関する総合調査は、第 195 号勧告に
よって補完される第 142 号条約と、完全雇用及びディーセント・ワー
クの達成と、すべての人にとっての教育を受ける権利の実現との間
の重要な関係について言及する。総合調査はまた、差別との闘いに
おいて第 142 号条約が果たす重要な役割を認める。専門家委員会は、
教育を受けた労働者、とりわけ若年の大卒者の失業問題が深刻になっ
ていると考察した。これらの労働者は、自身の能力に見合った安定
雇用を探そうとしても、困難に直面することが増えている。これは、
先進国、開発途上国双方においてみられる問題である。専門家委員
会は政府に対して、このような教育を受けた失業者という新たなカ
テゴリーに照準を当てた雇用創出、就業指導政策を発展させること
を求めている。
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雇用保障

雇用関係の終了は労働者にとってはトラウマとなる経験であろうし、
収入がなくなることは彼らの家族の生活に直接的な影響を与える。よ
り多くの国が雇用の柔軟性を求め、グローバリゼーションが伝統的な
雇用形態を不安定にしていることから、より多くの労働者が、その職
業人生の間に、不本意な雇用の終了に直面する可能性が高くなる。他
方で、職員を減らしたり、使用者の満足いくパフォーマンスを出せな
い労働者を解雇したりする柔軟性は、使用者にとって企業の生産性を
維持するために必要である。雇用の終了についてのILO基準は、正当
な理由に基づき労働者を解雇する使用者の権利を維持することと、そ
のような解雇が公平で、最終手段として用いられ、不相応な悪影響を
労働者に与えないこととの間のバランスを見出そうとするものである。

関連するILO文書

1982年の雇用終了条約（第158号）
この条約は、労働者の能力もしくは行為に関する妥当な理由又は企業、
事業所もしくは施設の運営上の必要に基づく妥当な理由がない限り、
労働者の雇用は終了されないという原則を規定する。妥当とされては
ならない解雇の理由には、組合員たること、組合活動への参加、使用者
を相手方とする申立て、人種、皮膚の色、性、婚姻関係、家族的責任、妊娠、
宗教、政治的見解、国民的出身、社会的出身、病気のための一時的な休業、
出産休暇中の休業などが含まれる。個人の労働者が解雇された場合、そ
の者はいかなる申し立てに対しても、自己を弁護する権利を持っている。
集団解雇の場合、使用者が労働者代表と協議し、大量の一時解雇（レイ・
オフ）に代わる策（採用の凍結や労働時間の削減など）を検討するよう
政府は使用者に促すべきである。この条約では、退職手当、予告期間、解
雇に対する訴えの手続き、失業保険、大量解雇の際の当局への事前通告
に関する事項も扱われている。16
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ILO憲章は、フィラデルフィア宣言において、「すべての人間は、人種、
信条又は性にかかわりなく、自由及び尊厳ならびに経済的保障及び
機会均等の条件において、物質的福祉及び精神的発展を追求する権
利をもつ」と述べ、この目的の達成は「国家政策及び国際政策の中心
的な目的でなければならない」と述べる。社会的パートナー間の対話
をとおして作り上げられる社会政策こそ、国際社会が合意した目的
達成のための近道である。関連のILO基準は、経済的発展が参加者す
べてに利益を与えるような社会政策を作り出す枠組みを提供する。

関連するILO文書

1949年の労働条項（公契約）条約（第94号）
この条約は、公契約の実施において、最低限の労働基準が満たされ
るように確保することを狙いとする。

1962年の社会政策（基本的な目的及び基準）条約（第117号）
この条約は、すべての政策が、主として、住民の福祉と発展、社会
進歩を目指す願望の促進を指向すべきである、という一般原則を規
定する。さらに、生活水準の改善が、経済発展計画の主たる目的と
されなければならない。また、この条約は、移民労働者、農業生産者、
自営の生産者と賃金労働者、最低賃金決定と賃金の支払い、差別禁止、
教育・職業訓練に関する追加的な要件も規定している。

社会政策
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労働時間とともに、賃金は労働者の日常生活に最も直接かつ目に見え
る影響を与える労働条件のひとつである。賃金は労働者とその家族の
生活の維持に必要であるが、世界の多くの地域では、十分かつ定期的
な賃金支払いは保障されていない。

実際、一部の国では、未払賃金がなお問題であり続けている。一部の
ケースでは、賃金を支払われていない労働者は、事業所の破産のため
に払われず仕舞いになっている。賃金の一部、そしてときにはその大
部分が、現物支給される場合にも問題は起こりうる。そのような状況は、
関係する労働者を貧困に追いやっていく。一部のケースでは、このよ
うな実務は労働者を債務労働や強制労働のリスクに晒すことにもなる。

妥当な生活賃金の提供の原則は、既にベルサイユ条約において示され
ていた。2008 年の経済危機により購買力が浸食されてから、ILO は
最低賃金の設定と、貧困と闘うための行動との間のつながりを強調す
ることを重要と位置づけた。これに沿って、2009 年の ILO 総会で採
択された、グローバル・ジョブズ・パクト（仕事に関する世界協定）は、
国際的な経済危機に対応するための1つのツールとして最低賃金に関
しいくつかの言及をしている。社会的パートナー間の協議による定期
的な賃金の調整は、協定において、不平等を減らし、需要を高め、経
済的安定に貢献する手段のひとつと位置づけられている。

賃金に関するILO基準は、これらの問題すべてに対処する。賃金の定
期的な支払い、使用者が支払不能である場合における未払賃金の保護、
及び最低賃金水準の決定について規定する。

賃金
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関連するILO文書

1949年の賃金保護条約（第95号）
賃金は定期的に法貨で支払われなければならない。賃金の一部が現
物で支払われる場合は、その価値は公平で妥当でなくてはならない。
労働者は自らが望むように自由に賃金を使用することができる。使
用者が支払不能になった場合、使用者が支払不能になった場合、清
算される資産の分配において、賃金債権は優先されなければならない。

1970年の最低賃金決定条約（第131号）
この条約は批准国に対して、法的効力を有する最低賃金額を決定し、
定期的に見直し調整することができる最低賃金決定制度を設けるこ
とを求めている。

1992年の労働者債権保護条約（第173号）
この条約は、支払不能及び破産手続きにある場合の、優先権による
もしくは保証機関を通じての賃金債権の保護について定める。

さらに関連するものとして：
1951年の同一報酬条約（第100号）
この条約は、同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報
酬の原則を規定する。
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賃金政策と持続可能な開発
ディーセント・ワーク・アジェンダの一環として、ILO は、貧困を減
らし、労働者に社会的保護を与えるために、最低賃金制度を採用する
ことを加盟国に促している。適当な賃金政策の採択はまた、持続可能
な開発のための 2030 アジェンダを実行する手段とされている。SDG8 は、

「すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生
産的な完全雇用およびディーセント・ワークを推進する」ことを目標
とし、すべての人々に同一価値労働同一賃金を確保することに重点を
置く。SDG10 は、「国内および国家間の不平等を是正する」ことを目指し、
平等の促進を漸次実現していくことに重点を置く。ILO は世界の賃金
動向を分析し、定期的に世界賃金報告を刊行している。2016-2017 年
版の報告では、2008-2009 の金融危機後、2010 年に世界の実質賃金
の上昇率は回復したが、その後鈍化し、一部の国では後退すらしてい
ることが明らかにされている。報告書の結論のひとつは、平均的な賃
金上昇率が、労働生産性の上昇率（労働者が生産または提供する製品・
役務の平均的な価値）を下回っているということである。報告書はまた、
近年一部の国が低賃金労働者を支え、賃金格差を縮小する方法として、
最低賃金を導入しまたは引き上げていることに言及する。報告書によ
ると、最低賃金は妥当な水準に設定されれば、雇用に大きな悪影響を
与えることなく、低賃金労働者（その多くを女性労働者が占める）の所
得を引き上げる効果を持ちうる。最後に、報告書は G20 の最近の会合
の議題に賃金政策が含まれたことは前進であり、G20 が、賃金上昇が
生産性向上をよりよく反映するように、最低賃金や団体交渉など、労
働市場制度と政策を強化するための持続可能な賃金政策の原則の策定
を呼びかけていることを再確認する。
2016 年に、ILO は最低賃金政策ガイドブック（Minimum Wage Policy 
Guide）を発行した。ガイドブックは、国の傾向や状況に基づき、多
様な実践例と選択肢を示す。特定のモデルを推奨することを目的とす
ることなく、ガイドブックは最低賃金設定に必須の原則や好例を強調し、
多数の選択肢について、利点と弱点の例を示す。ガイドブックは、最
低賃金の総合調査（General Survey on minimum wages）(2014) の制作
に続いて発行されたが、総合調査において、専門家委員会は、第 131
号条約で定められた目標、原則、そして方法論は、1970 年に条約が
採択された当時と変わらず現在も同様に妥当し、経済発展と社会正義
の原則を調和させることを目的とした公共政策に適応されていると結
論づけた。
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労働時間の規制は労働法制における最も古くからの関心事項の1つで
ある。すでに19世紀初期において過度の労働時間が労働者の健康に
とって、また彼らの家族にとって、危険であることが認識されていた。
1919年に採択された第1号のILO条約（以下を参照）は、労働時間を
制限した。今日、労働時間に関するILO基準は、労働時間、週あたり
の休息時間、年次休暇、夜間労働、パートタイム労働の規制につい
ての枠組みを提供している。これらの基準は労働者の身体的及び精
神的健康を守ると同時に高い生産性を確保することにもなる。パー
トタイム労働に関する基準は、雇用創出や男女平等の促進のような
問題に対応するうえでますます重要になってきている。

関連するILO文書

1919年の労働時間（工業）条約（第1号）
1930年の労働時間（商業及び事務所）条約（第30号）
これらの 2 つの条約は、1 日あたり最大 8 時間で週 48 時間の通常労
働時間を一般基準として定める。

1935年の40時間制条約（第47号）
1962年の労働時間短縮勧告（第116号）
これらの文書は、労働時間を週40時間とする原則を定めている。

1921年の週休（工業）条約（第14号）
1957年の週休（商業及び事務所）条約（第106号）
これらの条約は、労働者は 7 日ごとに少なくとも連続 24 時間の休息
時間を享受するという一般基準を定める。

1970年の有給休暇条約（第132号）
この条約は、条約が適用されるすべての者は、1年の勤務につき少な
くとも3労働週の年次有給休暇を享受する旨規定する。

労働時間



21 世紀の労働時間
仕事の世界における現在の変革の文脈における労働時間にまつわる
問題の重要性に鑑み、理事会は 2018 年の統合調査は ILO の労働時間
関連の文書について行われることを決定した。この膨大な一般調査
で、専門家委員会は、オンコール・ワーク、テレワーク、プラット
フォーム経済などの新しい労働時間の取り決めは労働者と使用者双
方に利益になるかもしれないが、同時に労働時間による休憩時間の
侵食、労働時間の予測困難性、収入不安定、常に仕事につながって
いなければいけないという感覚に伴うストレスなど、複数の不利益
とも関連付けられている。そこで、これらの問題が国内法により規
制され、身体的・精神的健康とワーク・ライフ・バランスとの関係
における労働者のニーズおよび、事業の柔軟性に関する条件の双方
を考慮したものでなければならない。専門家委員会はまた、調査の
対象となった国の国内法は広く週労働時間の上限を認めるが、1 日の
労働時間の上限は多くの国では明確に設定されておらず、通常の法
定労働時間の例外を正当化する状況は必ずしも明確に定義されてい
ないか、ILO 文書により認められるものを超えると分析した。さらに、
法令や実務で認められる時間外労働時間数の上限は、しばしば条約
が要求する合理的な上限時間を超過し、時間外労働時間はしばしば
金銭的にも就労免除の時間を与えることによっても補償されていな
い場合がある。専門家委員会は、週休の原則は国内法で広く認めら
れているものの、特別な週休の仕組みがとられることが頻繁にあり、
週休期間中の業務が金銭的に補償され、代休を与えない傾向が強い
ことに言及した。さらに、有給休暇の原則は広く認められているが、
有給休暇獲得に至るまでの雇用期間が長すぎ、労働者が十分な期間
休息をとり疲労の回復を図ることを保障するという目的に反し、年
次有給休暇の取得を遅らせ、細切れにされる傾向が強いと述べている。
最後に、専門家委員会は、多くの国における国内法は、夜間労働に
関する保護的措置を未だ策定していないことを述べる。

71
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1990年の夜業条約（第171号）
この条約は、健康の保護、家族的・社会的責任を果たすことの支援、
職業上の昇進の機会の提供、適正な報償など、夜業労働者の保護のため、
夜業の性質から必要とされる措置をとるよう批准国に求める。また、
妊娠中及び出産後の一定の期間中、女性に夜業に代わる選択肢を提
供することを求める。

1994年のパートタイム労働条約（第175号）
この条約は批准国に対して、団結権、団体交渉権、労働安全衛生、雇
用と職業上の差別において、パートタイム労働者が比較可能なフルタ
イム労働者と同一の保護を受けなければいけないと定める。パートタ
イム労働者は、母性保護、雇用の終了その他の労働条件についても、
均等な条件を享受しなければならない。
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職業上の安全及び健康

ILO憲章は、労働者は雇用に起因する病気、疾病、けがから保護され
なければならないという原則を規定する。しかし、数多くの労働者にとっ
て現実は大きく異なっている。最新のILOの世界推計によると、業務
関連で毎年 278 万名が死亡し、そのうち 240 万名が職業疾病関連の
死である。労働災害は、労働者とその家族に甚大な苦痛をもたらすこ
とに加え、関連する経済的コストは企業、国家、そして世界にとって
重大なものである。補償、労働損失日数、生産の中断、訓練と再度の（配
置）転換、医療にかかる支出という形での損失は、世界の年間GDPの
約3.94％を占める。17 使用者は、労働災害により、費用のかかる早期
退職、技能の優れたスタッフの喪失、長期間にわたる欠勤、高い保険
料という問題に直面する。しかしこれらの悲劇の多くは、確かな予防
措置や、報告や監督の実施を通じて予防することが可能である。職業
上の安全及び健康に関するILO基準は、政府、使用者及び労働者に対
して、そのような慣行を確立し業務中の最大限の安全を確保するため
の重要な手段を提供する。

関連するILO文書

ILO は、特に職業上の安全と健康を扱う 40 を超える基準、また加え
て 40 以上の行動規範を採択している。ILO 文書のほぼ半分は、直接
的あるいは間接的に職業上の安全及び健康の問題を取り扱っている。

職業上の安全及び健康の基本原則

2006年の職業上の安全及び健康促進枠組条約（第187号）
促進枠組条約として、この条約は、職業上の安全と健康問題に対する
一貫した体系的な措置を規定し、職業上の安全と健康に関する既存の
条約についての認知度を広めることを目的として作られている。この
条約は、政府、使用者団体、労働者団体の3者間での対話を通じて職
業上の安全と健康に関する一貫した政策を確立し、履行することを目
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指し、また国内の予防的安全衛生文化を促進することを目指している。
この条約は2008年初頭に発効し、既に50近くの加盟国が批准している。

1981年の職業上の安全及び健康に関する条約（第155号）と同条約の
2002年の議定書
この条約は、職業上の安全及び健康についての一貫した国内政策の
策定について、また職業上の安全及び健康の促進と労働条件の改善
のために政府によって、そして企業内においてとられるべき措置に
ついて規定する。この政策は国内事情及び慣行を考慮に入れて展開
されなければならない。また議定書は、職業上の事故及び疾病の記
録と届出に関する要件と手続きの確立ならびに定期的な見直し、ま
た関連する年間統計の公表を求める。

1985年の職業衛生機関条約（第161号）
この条約は、本来予防的な機能を委託され、企業での安全かつ健康
的な作業環境の維持について使用者、労働者及び労働者代表に助言
責任をもつ企業レベルの職業衛生機関の設立について規定する。

経済活動の特定の部門における健康及び安全

1964年の衛生（商業及び事務所）条約（第120号）
この条約には、商業事業所、労働者が主として事務作業や他の関連
業務に従事する事業所、団体及び行政機関に雇用される労働者の健
康及び福祉について、職場における福祉の必要性に応じて基本的な
衛生措置を通じて保護する目的がある。

1979年の職業上の安全及び衛生（港湾労働）条約（第152号）
港湾労働者の項目を参照。
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1988年の建設業における安全健康条約（第167号）
この条約は、当該セクター固有の必要性を十分考慮に入れた、詳細
な、技術的な予防及び保護措置を規定する。それらの措置は、作業場、
機器及び使用される用具、高所作業、圧縮空気下の作業の安全性に
関するものである。

1995年の鉱山における安全及び健康条約（第176号）
この条約は、検査、特別な作業装置、また労働者の特別な保護具を含む、
鉱山における安全及び健康に特有の種々の側面について規定する。また、
鉱山における救助に関する要件についても規定している。

2001年の農業における安全健康条約（第184号）
この条約は、農業及び林業の作業から生じ、作業に関連し又は作業
中に生じた事故及び健康被害を防止することを目的とする。この目
的のため、条約は、機械の安全と人間工学、資材の取り扱いと運搬、
化学物質の適正な管理、動物の取り扱い、生物学的なリスクからの保護、
福祉施設及び居住施設に関する措置を規定する。

特定のリスクからの保護

1960年の放射線保護条約（第115号）
この条約の目的は、電離放射線の被ばくに伴うリスクから労働者を
保護するための基本的要件を定めることである。取られるべき保護
措置は、電離放射線による被ばくを実行可能な限り低い水準に制限
すること、不必要な被ばくを避けること、また作業場及び労働者の
健康を監視することも含まれている。さらに、この条約は、起こり
うる緊急事態に関する要件を規定している。

1974年の職業がん条約（第139号）
この条約は、一般に長期間にわたって、作業場の中にある様々な種
類の化学薬品や物理的な因子にさらされることを原因として引き起
こされる職業がんのリスクを防ぐための政策を作成するためのメカ
ニズムを確立することを目的としている。この目的のため、批准国は、
職業上さらされることを禁止され、または、規制されなければなら
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ないがん原性物質及びがん原性因子を定期的に決定すること、これ
らの物質及び因子をがん原性のないもしくは低いものと代替させる
ためにあらゆる努力をすること、保護措置及び監視措置を規定する
こと、こうした物質にさらされる労働者に必要な健康診断を規定す
ることを義務づけられている。

1977年の作業環境（空気汚染、騒音及び振動）条約（第148号）
この条約は、作業環境はできる限り、空気汚染、騒音及び振動に起
因する危害がないように保たれなければならないことを規定する。
これを達成するため、技術的措置が企業または作業工程において取
られなければならず、またこれが不可能である場合には、業務運営
に関連する補足的措置が代わりにとられなければならない。

1986年の石綿条約（第162号）
この条約は、業務上、石綿へのばく露を最小限に抑えるための合理
的で実行可能な手段及び技術を示すことによって、石綿のばく露に
よる労働者の健康にもたらす有害な影響を防止することを目的とする。
この目的を達成するため、この条約は、業務上、石綿へのばく露に
よる健康被害を防止し管理し、そして、健康被害から労働者を保護
することを本質とする、様々な詳細な措置を列挙する。

1990年の化学物質条約（第170号）
この条約は、職場における化学物質の使用の安全に関する一貫した
政策を立案し、実施することを規定する。それは、化学物質の製造、
取り扱い、貯蔵、運送、さらには廃棄化学物質の処分及び処理、業
務に起因する化学物質の排出、設備及び化学物質を保管する容器の
維持、修理及び浄化といった場面に関する安全策を含んでいる。加えて、
この条約は、化学物質の供給者と輸出国に対して、特別な責任を課
している。
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労働安全衛生に関する現状
2017 年、専門家委員会は、労働安全衛生促進の枠組、建設業、鉱業、
農業に関する ILO 文書につき、重要な総合調査を公表した。この総合
調査において、専門家委員会は、職場で安全な条件を確保すること
の重要性がほとんど普遍的に認識されており、一般的にも特に建設、
鉱業、農業の各部門においてもあてはまることに言及した。すべて
の加盟国は、法令又は実務において、労働安全衛生を推進し、労働
者を業務関連の事故や疾病から保護するためにとられている措置に
ついて報告し、多くの国は、この分野において、取組みを再活性化し、
強化するために最近とられた措置について報告した。

若年労働者の安全衛生
2018 年の職場安全衛生世界デーに際し、ILO は、若年労働者の安全
衛生の問題をクローズアップした。世界の若年労働者（15-24 歳）は 5
億 4,100 万人であり（危険な児童労働に従事する 3700 万人の労働者を
含む）、これは、世界の労働力人口の 15％以上を占める。こうした若
年労働者が、死亡に至らない労働災害に遭う確率は、25 歳を超える
成人労働者よりも 40％も高い。身体的・精神的発達の段階、職務経
験と訓練の欠如、仕事に関連する危険に対する限定的な認識、交渉
力の欠如などが若年労働者が労働環境の劣悪な危険なタスクや仕事
を引き受けることにつながり、多くの要素が若年労働者の労働安全
衛生上のリスクに対する脆弱性を高めるものとなりうる。ILO は、若
者のためのディーセント ･ ワークを推進するためのみならず、こうし
た取組みを危険な児童労働やその他のあらゆる形態の児童労働と闘
う取組とリンクさせるために、これらの課題に対処し、若年労働者
の安全衛生を改善することの核心的重要性を強調した。
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実務規程

ILO実務規程は、当局、使用者、労働者、企業および労働安全衛生保
護を担う専門機関（企業安全委員会等）に向けて実務的な指針を提供
する。実務規程は法的拘束力を伴うものではなく、国内法令や受け
入れられている基準の条項にとって代わることを目的とするもので
はない。実務規程は、特定の経済部門における労働安全衛生（建設、
露天鉱山、炭鉱、鉄鋼産業、非鉄金属産業、農業、造船業、船舶修繕、
林業など）、特定の危険（放射線、レーザー、視覚的表示装置、化学物質、
石綿、浮遊物質など）からの労働者保護や、特定の労働安全衛生措置

（労働安全衛生マネジメントシステム、労働者の健康監視に関する倫
理規程、労働災害・職業疾病の記録と届出、労働者の個人情報保護、
開発途上国への技術移転における安全衛生、労働条件など）につき指
針を提供する。
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社会保障

社会保障は、人生に伴う一定のリスクや社会的ニーズからの保護を求
める普遍的な必要性に応える人権である。効果的な社会保障システムは、
所得保障と健康の保護を保障し、それにより貧困と不平等の防止・減
少に貢献し、また、社会的包摂と人間の尊厳の推進にも貢献する。こ
うした社会保障システムにおける社会保障は、医療ケアや医療サービ
スへのアクセスを確保することを意図して、金銭または現物を付与す
ることによって行われる。また、とりわけ病気、失業、労働災害、妊
娠出産、家族的責任、廃疾、主たる生計維持者の喪失、退職、高齢な
どに代表される、生涯を通した所得保障によっても行われる。したがっ
て、社会保障システムは労働者の福祉、そして地域社会全体の福祉へ
の重要な投資をなすものであり、また、教育と職業訓練、食糧、生活
必需品とサービスへのアクセスを容易にするものである。他の政策と
の関係では、社会保障は生産性と就業能力（エンプロイヤビリティ）、
そして経済発展に貢献する。使用者と企業にとっては、社会保障は変
化に適応できる安定した労働力を維持する助けとなる。最後に、社会
保障は、すべての人々のためのディーセントな生活条件を保障するこ
とによって、社会的一体性を強化し、それゆえに、社会の平和、包摂
的な社会、そして公正なグローバル化に貢献する。

ＩＬＯの社会保障に関する基準の枠組を構成する条約と勧告は他に類
を見ない。それは、世界中の各地域の実務の好例に基づき、給付スキー
ムと全国的な社会保障システムの構築の指針となる最低限の保護の基
準を示す。そのため、条約および勧告は、社会保障には唯一のモデル
は存在せず、各国が必要な保護を作り上げていくべきであるという原
則に基づいている。このために、条約と勧告は、十分な給付水準を通
して、全人口と広範な社会的リスクをカバーするという目的を漸次的
に達成するための選択肢と柔軟な条項を提供している。条約と勧告は
さらに、権利中心アプローチに従い、社会保障スキームや社会保障シ
ステムの設計、ファイナンス、実施、ガバナンス、評価についての指
針を定めている。グローバル化する世界では、個人は未だかつてない
経済的リスクに晒されるが、関連する各国の社会的保護政策が、こう
した危機がもたらす多くの悪影響の減少のために貢献できることは
明らかである。国際労働総会が2012年に新しい文書である、社会的
な保護の土台勧告 ( 第 202 号 ) を採択したのは、まさにこうした目的
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のためである。さらに、専門家委員会によって行われ、2019年の国
際労働総会において、ILO加盟国政労使により検討される予定である
2019年の総合調査は、尊厳のある健康な人生のための普遍的社会的
保護に焦点を合わせており、上記第 202 号勧告の内容をカバーする
ものである。

関連するILOの文書

1952年の社会保障（最低基準）条約（第102号）
この条約は、社会保障給付水準の最低基準と、その給付要件を定める。
これは社会保障における9つの最重要分野をカバーしている。すなわち、
医療給付、疾病給付、失業給付、老齢給付、業務災害給付、家族給付、
母性給付（出産給付）、廃疾給付、遺族給付の各分野である。この条
約が様々な国内状況において適用されるよう、国家は9つの分野のう
ち少なくとも3つを受け入れることで条約の批准が可能であり、国家
は、その後に他の分野の義務を受諾することができる。これにより、
条約は、国家が条約に規定されているすべての目的を漸進的に達成
することを可能にしている。給付の最低基準は、当該国の賃金水準
に基づいて決定することができる。経済及び医療施設が十分に発達
していない批准国には、暫定的な例外規定も予定されている。それ
により、批准国は条約の適用範囲及び給付の支給範囲を制限するこ
とが可能である。

2012年の社会的な保護の土台勧告（第202号）
この文書は、社会保障に関するILO基準で定められている指針に沿う
ように、できるだけ多くの人々が手厚い社会保障を受けられるように
する政策の一部として、社会的な保護の土台の構築・維持、及び社会
的な保護の土台の実施に関する指針を提供している。

1962年の均等待遇（社会保障）条約（第118号）
1982年の社会保障の権利維持条約（第157号）
これらの条約は、自国で有していた社会保障の給付を受ける権利を
失うおそれのある移民労働者を対象とする一定の社会保障の権利及
び給付について定める。
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他の社会保障に関する文書

第102 号条約の後に制定された条約は、第102 号条約によって規定さ
れている保護の範囲を拡大させている。それらは保障されるべき給付
の範囲と水準においてさらに高いレベルの保護を提供する一方で、柔
軟性を確保する特定の例外を認めている。

第102 号条約とその後の条約で規定された給付について、以下で概説
する。その内容には、給付資格の期間と条件に関する規定、これらの文
書の下で認められる例外、あるいは関連する勧告により規定されたよ
り高い給付水準は含まれていない。18

医療給付
•	第 102 号条約：予防医療、一般医による在宅診療を含めた診療、専

門医による診療、欠くことのできない処方薬、医師又は資格のある助
産師による分べんの介助及び産前産後のケア、必要な場合における入
院、などについて規定する。

•	第 130 号条約：第 102 号条約と同様の給付について規定し、加えて
歯科診療と医学的リハビリテーションが含まれる。

疾病給付
•	第 102 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 45% に相当する

ものであること。
•	第 130 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 60% に相当する

ものであること。また受給者が死亡した場合の葬祭費用についても規
定する。

失業給付
•	第 102 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 45% に相当する

ものであること。
•	第 168 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 50% に相当する

ものであること。初期支給期間を超えた場合、特別な算定方法を適用
することができる。しかしながら、給付資格のある失業者が受ける資
格を有する給付の合計は、国内基準に従って、健康的かつ合理的な生
活条件を保証するものでなければならない。
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老齢給付
•	第 102 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 40% に相当する

ものであること。一般勤労所得水準及び/あるいは生活費の一般水準
に、重大な変動があった場合、給付率は、それに従い改定されなけ
ればならない。

•	第 128 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 45% に相当する
ものであること。給付率の改定に関しては、第 102 号条約と同様の
条件である。

業務災害給付
•	第 102 号条約：医療及び労働不能もしくは廃疾の場合には、算定基

礎賃金の少なくとも50%に相当する定期金。扶養者が死亡した場合、
死亡者の妻と被扶養者である子のための給付としての定期金は算定
基礎賃金の少なくとも 40% に相当するものであること。定期金は、
一定の条件の下においては、一時金に代えられることがある。労働
不能の場合を除き、生計費に重大な変動があった場合、それに従い、
定期金の額の改定がなされなければならない。

•	第 121 号条約：第 102 号条約と同様のものに加えて、職場における
特定の種類の手当て。一時的な労働不能もしくは廃疾の場合には、
定期金は算定基礎賃金の少なくとも 60% に相当するものである。扶
養者が死亡した場合には、死亡者の妻、身体に障害があり被扶養者
である死亡者の夫、被扶養者である子のための給付として、定期金は、
算定基礎賃金の少なくとも 50% に相当するものであること。こうし
た給付の最低額、特定の条件の下、支払いを一時金に代える可能性、
常に第三者の介護を必要とする身体障害者に対する補足的な給付、
について規定する義務がある。

家族給付
•	第 102 号条約：定期金、あるいは食物、衣類、住居、休暇、又は家

事手伝い、もしくはそれらの組み合わせの支給について規定する。
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母性給付（出産給付）
•	第 102 号条約：少なくとも、医師又は資格のある助産師による出産

の介助及び産前産後ケア、必要な場合の入院を含む医療。算定基礎
賃金の少なくとも45%に相当する定期金。

•	第 183 号条約：出産の介助及び産前産後の手当て、必要な場合の入
院費を含む医療給付。女性及びその乳児が適切な健康状態及び適当
な生活水準を維持することを確保することを目的とする現金給付。
少なくとも、従前の所得又は給付の算定に相当な額の3分の2を下回
らないこと。

廃疾給付
•	第 102 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 40% に相当する

ものであること。一般勤労所得水準及び/あるいは生活費の一般水準
に、重大な変動があった場合、給付率は、それに従い改定されなけ
ればならない。

•	第 128 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 50% に相当する
ものであること。一般勤労所得水準及び/あるいは生活費の一般水準
に、重大な変動があった場合、給付率は、それに従い改定されなけ
ればならない。また、リハビリテーションサービスを提供し、障害
者を適切な職業につかせることを促進する措置をとることを義務づ
けている。

遺族給付
•	第 102 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 40% に相当する

ものであること。一般勤労所得水準及び/あるいは生活費の一般水準
に、重大な変動があった場合、給付率は、それに従い改定されなけ
ればならない。

•	第 128 号条約：定期金は算定基礎賃金の少なくとも 45% に相当する
ものであること。一般勤労所得水準及び/あるいは生活費の一般水準
に、重大な変動があった場合、給付率は、それに従い改定されなけ
ればならない。
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母性保護

家族を養うことは、多くの労働者にとって大切な目標である。しかし
妊娠と出産は、働く女性とその家族にとって特に脆弱な期間である。
妊娠中また育児中の母親は、自分自身または乳幼児の健康への害を防
止するための特別な保護を必要としており、また出産し、回復し、乳
幼児を養育するため、十分な時間が必要である。同時に、妊娠・出産
休暇の取得のみを理由として仕事を失わないよう保障されることも求
めている。このような保護は、女性に単に雇用への平等なアクセスを
保障するだけではなく、しばしば、家族全体の生活のために必要不可
欠である収入の継続も保障する。妊娠中と育児中の母親の健康を保護
すること、また仕事上の差別から守ることは、職場での男女の機会及
び待遇の真の均等を達成するため、また労働者が経済的保障のもと、
家族を養うことができるようにするための前提条件である。

関連するILOの文書

2000年の母性保護条約（第183号）
この条約は、母性保護に関する最新の国際労働基準であるが、それ以
前の関連する条約、すなわち1919年の母性保護条約（第3号）、1952
年の母性保護（改正）条約（第 103 号）も、依然として特定の諸国では
効力を有している。

第183号条約は、この条約の適用を受ける女性について14週間の母
性給付（出産給付）を規定している。出産休暇で休業している女性は、
女性及びその乳児が適切な健康状態及び適当な生活水準の維持の確保
を目的とする現金給付を得る権利を有し、またそれは当該女性の従前
の所得又は給付の算定に相当な額の3分の2を下回らない額でなけれ
ばならない。条約はまた、批准国に対し、妊娠中又は育児中の女性が、
母子の健康に有害であると認められる業務を義務づけられないことを
確保するための措置をとることを求め、また妊娠出産に基づく差別
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からの保護を求めている。この基準はまた、使用者が、妊娠中、出
産休暇で休業中、あるいは仕事に復帰した後の一定の期間に、妊娠、
出産及びそれに伴う帰結又は哺育に無関係な理由による場合を除いて、
雇用を終了させることを禁止している。使用者は、仕事に復帰する
女性を、出産・育児休暇の直前と同一の額が支払われる、休暇前と
同一または同等の職位に復帰させなければならない。また、条約は、
授乳中の女性について1日1回またはそれ以上の休憩をとる権利又は
1日の労働時間を短縮する権利を定めている。

出産休暇：ILO 基準を遵守している国々19

世界的にみて、調査対象の 185ヵ国のうち 52%（99ヵ国）は、第 183
号条約で定められた基準である、最低 14 週間の出産休暇を定めている。
この 99ヵ国のうち、48ヵ国は、第 191 号勧告で推奨された 18 週間の
出産休暇を定めるか、またはそれを超える期間の出産休暇を定めて
いる。49ヵ国は、12 から 13 週間の出産休暇を定めており、これは第
183 号条約で定められた期間より短いが、第 102 号条約及び第 103 号
条約で定められた最低 12 週間という水準には適合している。16% の
国 （々30ヵ国）は、12 週に満たない出産休暇を定めている。情報が入
手可能な 192ヵ国のうち、2ヵ国を除くすべての国々は、出産休暇中
に手当を支給している。その 2ヵ国とは、パプアニューギニアとアメ
リカであり、これらの国々は出産休暇を何らかの形で付与しているが、
金銭給付に関する一般的な法規定を欠いている。世界的にみて、情
報が入手可能である 192ヵ国のうち 38%（73ヵ国）は、14 週間以上の
期間、少なくとも収入の 3 分の 2 に相当する給付を支給している。実際、
14%（26ヵ国）は、第 183 号条約の基準を超えて、18 週間以上の期間、
休暇前の賃金の 100% を支給している。しかしながら、44%（84ヵ国）
の国々では、出産休暇の間は無給付か、休暇前の収入の 3 分の 2 に満
たない程度の給付か、又は 14 週に満たない期間でしか給付が行われ
ていないのである。
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家事労働者は、インフォーマル雇用の世界の労働人口の大部分を占め
ており、最も立場が弱い労働者グループのひとつである。彼らは一般
家庭で労働を行うが、しばしば明確な雇用契約なしに、また、いかな
る雇用の記録もなしに働いており、労働法制の適用対象からも外れて
いる。現在、世界には、家事労働者が少なくとも 6,700 万人おり（子
供の家事労働者を含まない）、先進国においても開発途上国においても、
着実に増加の一途をたどっている。家事労働者の80%は女性である。

嘆かわしい労働条件、労働搾取、そして人権の濫用は、家事労働者が
直面する大きな問題である。他の労働者と同程度の一般労働法制に
よる保護が受けられるのは、すべての家事労働者の10%にとどまる。
対照的に、4分の1以上の家事労働者は、国内の労働法制の適用対象
から完全に外れてしまっている。家事労働者は、しばしば、非常に低
い賃金を支給されており、非常に長時間労働で週休が保障されておら
ず、ときには、身体的、心理的、性的虐待の被害者となったり、移動
の自由の制限を受けたりしている。

関連するILO文書

2011年の家事労働者条約（第189号）
この条約は、これを補足する第 201 号勧告とともに、世界中の、家
庭において又は家庭のために働く家事労働者が他の労働者と同じ労働
者の基本的な権利を有することを規定する。それは、妥当な労働時間、
最低でも連続 24 時間の週休、現物払いの制限、雇用条件に関する情
報の明示、結社の自由や団体交渉権といった労働における基本的な原
則及び権利の尊重である。

家事労働者
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2019 年 1 月 1 日現在、27ヵ国が第 189 号条約を批准しており、そ
の多くがその規定を実施するための対策を講じている。例えば、コ
スタリカは、全ての家事労働者に社会保障へのアクセスを拡張した。
家庭への配慮は行いつつ、労働監督権限を与える措置は、いくつか
の国で実施されている（コスタリカ、ウルグアイ）。その他の国にお
いては、国内の最低賃金を下回る、家事労働者の最低賃金が設定さ
れた一方で、家事労働者の賃金水準を上昇させ、彼らの家族がディー
セントな生活を送れるようにするための対策が講じられている（アル
ゼンチン）。

 数字で見る家事労働者
家事労働は、世界全体の雇用の 1.7%、全有償労働の 3.6% を占めてお
り、重要な雇用源である。家事労働に関するデータを収集すること
は、特に困難である。ILO は、2013 年に、（「世界の家事労働」報告書
において）最初の家事労働についての概算を公表した。これに続いて、
2016 年、方法論において洗練、改良されたデータが、世界の移民労
働者の数の概算の文脈において、公表された。これらの重要な情報源は、
家事労働を行う子どもに関する質的量的調査に関する指針及び家事
労働の社会的経済的価値の評価手段の考察を伴うものである。20
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経済グローバル化の進展はかつてないほどの移民労働者を生み出して
いる。失業と増え続ける貧困により、開発途上国の多くの労働者が他
国での就労を求める。73 パーセントの移民は労働者であると見積も
られている。先進国において、労働需要、特に未熟練労働への需要が
増大している。その結果、何百万人もの労働者とその家族が、職を求
めて、自国以外の国々へ移動する。過去数年間において、移住に関す
る信頼性があり比較可能なデータを取得するために、様々な取り組み
が行われてきている。もっとも、ILO、そして国際社会によって認識
されているとおり、大きなギャップが残っている。こうした状況に対
応して、ILOは、移民数についての国際的及び地域的概算を公表した。
この概算によると、現在、世界には約2億4,440万人の移民が存在する。
これは全世界人口の3.3パーセントに相当し、女性が、移民のほぼ半
数を占めている。21 移民労働者は受入国の経済に貢献し、また彼らによ
る家族への送金は、出身国の経済を発展させるのに役立つ。しかし同時
に、移民労働者が十分な社会的保護の恩恵を受けることはまれであり、
搾取と人身取引の対象となりがちである。熟練した技能をもつ移民労
働者は搾取の対象とはなりにくいが、彼らの流出は、いくつかの開発途
上国にとっては、自国の経済にとって必要な、貴重な労働力を奪われる
ことを意味する。移民に関するILO基準は、移民の出身国及び受入国の
双方に、移民の流れに関する管理と、これらの弱い立場にある労働者の
十分な保護を確保するための手段を提供する。

関連するILO文書

1949年の移民労働者条約（改正）（第97号）
この条約は、移民労働者のための無料の援助施設と情報サービスを確
立・維持し、出移民に関する誤ったプロパガンダに対する措置をとる
ことによって、国際的な移民労働を促進することを批准国に対して求
めている。この条約は、移民労働者のための適切な医療サービスや所
得・貯金の移送に関する規定を含む。批准国は、労働条件、結社の自
由、社会保障を含む多くの事項に関して、自国民に適用するところに
劣らない待遇を行わなければならない。

移民労働者
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1975年の移民労働者（補足規定）条約（第143号）
この条約は、秘密裡かつ不法になされる移住に対処するための措置
を定めると同時に、すべての移民労働者の基本的人権を尊重するた
めの一般的義務を定める。この条約はまた、移民労働者又はその家
族の構成員として批准国の領域内に合法的に居住する者の、雇用及
び職業、社会保障、労働組合権及び文化的権利、そして個人的自由
及び集団的自由に関する機会及び待遇の均等を確保するために、第
97号条約の規定を越えて、合法的に居住する移民労働者と批准国の
労働者の機会と待遇の均等の範囲を拡大している。この条約は、合
法的に居住する移民労働者の家族の同居を促進することも批准国に
対して求める。

今日の仕事の世界における移民：世界的、地域的傾向
仕事の未来の議論において、移民は重要な一側面であるが、技術革
新、雇用関係の変容、国家と他の当事者との間の社会契約の衰退と
いった要因が、雇用のための移民の管理をより困難にしている。実
際、雇用のための移民は、世界中の地域内及び地域間でより複雑化し、
大規模になっている。アジアとアラブ諸国、東南アジア諸国間といっ
た特定の移民のルートにおいて、国際的な移民（その大多数が労働者）
の数は 1990 年以降 3 倍となっている。低技能の労働者を中心とした
雇用のための一時的な移民は、永住移民よりも多く、どのようにディー
セント・ワークを確保し、この分野の移民労働者の移住コストを減
らすかなどのガバナンスに関する現実の課題が浮き彫りになっている。
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ILO は設立当初から移民労働者の権利保護について懸念し、社会的、
経済的、政治的な観点において生じる複雑なバランスを十分考慮し
つつも、移民労働者がしばしば被る移民の非正規性と不当な取扱い
を減少させる対策を採択してきた。雇用のための移民に関する文書
は、基本的な権利ベースアプローチの促進のための国際間協力を呼
びかけている。移民労働者の文書に関する 2016 年の総合調査において、
専門家委員会は、これらの文書について、これらが採択された 1945
年及び 1975 年当時からは近年の移民の発展は予想できず、そのため、
文書の一部の内容は幾分時代遅れとなってはいるものの、今でも変
わらずその目的に重要性が認められるとした。専門家委員会は、こ
れらの文書が加盟国によって経験されている近年の移民の課題に対
処できる可能性と、その文書の本質的柔軟性を強調した上で、公正
な移民のアジェンダの文脈において 97 号条約及び 143 号条約、86 号
勧告及び 151 号勧告の効果的な実施と認知度を促進する総合的なキャ
ンペーンを実施することを ILO に奨励した。これに関し、専門家委
員会は、女性、民族的宗教的少数者、農村在住者や先住民、若年者、
障がい者、HIV/AIDS とともに生きる人々など、特定の移民労働者の
集団のニーズに応える対策の重要性を強調した。
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世界貿易の約 90% は海上輸送または河川輸送を利用しており、これ
らは、船舶を運行する船員によって成り立っている。この意味で船員は、
国際貿易及び国際経済システムに必要不可欠である。海上輸送は、
世界で最も早く、真に“グローバル化”した産業である点は、強調され
るべきである。複数の国々から集められた船員が、別の国で登録さ
れ又は別の国の国旗を掲げ、ときには、所有者がこれまた、船舶・
船員の国籍と異なるような船舶で共に働くことは、大変よくあるこ
とである。国際法上、旗国―すなわち、船舶が掲げている国旗の国は、
船員・船舶所有者の国籍に関わらず、船上での安全のために必要な措置、
とりわけ労働条件に関連する措置を講じ、これを実施する国際的責
任を負う。

旗国が、国際法が求めるような、有効な管轄と統制を及ぼしていな
い船舶においては、船員は、その福祉、健康、安全、乗り組んだ船
舶の安全が害されるような受け入れがたい条件の下で、働かなけれ
ばならないことがしばしばある。船員は、祖国から離れて働き、使
用者も船員とは異なる国に所在するため、実効性のある国際基準が
この分野には必要である。もちろん、これらの基準は国レベル、と
りわけ船舶が登録されており、旗国として監督する権限のある政府
によって、履行されなければならない。船舶の保安警備を確保する
ことと、海洋環境を保護することに関連して、このことはすでに広
く認識されている。多くの船舶所有者は、船員に対し、ディーセン
トな労働条件及び生活環境を提供しているという事実を理解するこ
ともまた重要である。もっとも、これらの国や船舶所有者は、基準
以下の船舶を運行する船舶所有者によって安く抑えられた値段との
間で、不当な競争にさらされている。

船は船員にとって長い間、家であり職場でもあるために、労働条件
や生活環境は最も重要なものである。さらに船員はその職業に特有
の多くのリスクにさらされている。彼らは、過酷な天候にさらされ、
また、船舶所有者が破産した際や他の危機に陥った際、外国に遺棄
されるリスクにも直面している。加えて、今日の国家安全保障や出
入国管理についての関心の高まりは、船員が、健康や福祉のための
短期間の上陸や、航行中の船舶に乗船・下船するための移動に関す
る権利の行使を困難にしている。

船員
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関連するILO文書

世界中の船員と彼らの国際貿易への貢献を保護するために、ILO は、
国際労働総会の特別な総会である海事総会を通じて、これまでにも
70を超える文書（41の条約及び関係する勧告）を採択してきた。この
分野におけるILOの国際労働基準は、ディーセント・ワークの最低限
の要件を定め、また、最低年齢、医療と健康、訓練といった船舶で
働くための最低限の要件、労働・休息時間、賃金、休暇などの雇用
条件、船員送還、居住設備、レクリエーション用の設備、食料及び
料理の提供、労働安全、健康保護、厚生、社会保障に関する規定を
含み、船上労働のほとんど全ての側面を扱っている。加えて、これ
らの条約・勧告は、年金や、出入国管理関係事務を支援するため国
際的承認を受けた船員用文書（船員の身分証明書）のような問題につ
いても対処している。

ILO海事基準の統合
2006年2月、第94回国際労働総会における第10回海事総会は、2006
年の海上の労働に関する条約（MLC）を採択した。この条約は37の既存
の条約と関係する勧告を修正し、統合したものである。2006年のMLC
は新しい形式を用いており、また、必要な場面において、現代の状況や
用語を反映するアップデートを行っている。このような方法により、
同条約は、1 つの文書の中で、世界の150 万人船員の、ディーセントな
労働条件のための包括的権利を規定している。これは、海事労働に関
する労働条件と生活環境のほとんどすべての側面に関するものであり、
最低年齢、雇用契約、労働・休息時間、賃金の支払い、有給休暇、船員送
還、船上での医療、船員募集・職業紹介サービス、居住設備、食料及び料
理の提供、健康と安全保護、事故予防、船員の苦情の申立てを含んでい
る。22

2006 年の MLC は、内陸水域又は外洋の影響から保護されている水
域若しくは港湾規則の適用水域若しくはこれらの水域に近接する水
域のみを航行する船舶、漁業又はこれに類する業務に従事する船舶、
ダウ、ジャンクその他の伝統的構造船舶、軍艦又は軍の補助艦を除く、
国際、国内で航行する幅広い船舶に適用される。

2006 年の MLC は、その商船船腹量の合計が総トン数で世界の商船
船腹量の33%に相当することとなる、30以上の加盟国により批准さ
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れることがその発効要件であった。2012年8月20日、この2つの必
須条件が満たされ、条約は12ヵ月後の2013年8月20日に発効した。
2018 年 11 月 30 日現在、世界の船腹量の 90% を超える 90ヵ国以上
が批准しており、批准の動きは広がり続けている。

条約が、国内レベルにおいても大きな影響を及ぼすことを確保し、また、
当該条約が広く批准されるよう促進し続けるために、ILOは、国内３
者セミナーのような幅広い能力開発活動を行うとともに、条約の下
での活動に関する最新の情報を提供する 2006 年の MLC の専門ウェ
ブサイト、各批准国について、その国において、MLC の実施のため
に制定された法令や取られた措置についての情報や指針を提供する
データベースといった、幅広い情報資源を展開させてきた。加えて、
トリノの ILO 国際研修センターに拠点をおく海事労働アカデミーは、
検査員や、海事労働検査員の指導者を対象とする短期間の宿泊を伴
う研修や、船員・船舶所有者を代表する国際団体と協力して行うワー
クショップ、法律家を対象としたワークショップなど、2006年MLC
に関するワークショップを開催している。

2013 年 6 月、ILO 理事会は、条約を継続的な見直しのもとで運用す
るため、2006 年 MLC 第 13 条に基づき、特別三者委員会 (STC) を設
立した。当該条約のもと、STCは、条約規範部に対する改正を検討し、
ILO総会に提案する権限を有し、また、第7条に基づき、船舶所有者
団体または船員団体を国内に有しない国が 2006 年 MLC を履行する
際の協議を行う上で、重要な諮問的役割を果たす。STC は、2014 年
4月、第一回会合を開催し、その際、船員の長期にわたる負傷、死亡や、
遺棄に対する補償を行うため、条約規範部に対して、迅速かつ効果
的な金銭的補償についての規定の問題点に対処する大変重要な変更
を行った。改正は、2014年6月、ILO総会によって承認され、2017
年1月18日、発効した。2016年及び2018年に、さらに条約規範部
に対する2組の改正が行われた。これらの改正は、労働安全衛生に関
する施策に、ハラスメントやいじめの防止を含め、また、海賊行為
や武装強盗行為の結果、船員が捕虜となる事案に対処することを目
的としたものである。このような場合、労働契約が捕虜として囚わ
れている期間保持され、また、賃金が継続して支払われ、本国送還
の権利が維持される。これらの改正は、今後数年間のうちに、発効
する予定である。
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並行して、2003 年船員の身分証明書条約（改正）（第 185 号）につい
て、その規定を近代化し、採択以降の身分証明書のセキュリティに
関する進展を取り入れるために、多くの検討がなされた。こうした
議論は、当該条約の附属書の改訂の採択に結実し、これは、2017年
6月8日に発効した。当該条約は、テロリストの脅威に立ち向かうた
めに、海上輸送の安全に重要な貢献を果たすものであり、また、特に、
船舶に乗船するために乗換えをする船員や本国送還される船員のニー
ズに応じる重要な貢献を果たすものである。また、当該条約は、し
ばしば、一度に数ヶ月船上に留まる船員の健康や福祉の観点から必
要不可欠な上陸休暇の取得を促進している。

最後に、2018年4月、基準見直しメカニズムの枠組のもと、STCは、
MLC に先立って採択された海事に関する文書の妥当性の評価を開始
した。その目的は、船員の保護の必要性に適合した国際海事労働基準が、
強固かつ最新に保たれていることを確実にし、また、海上輸送産業
のアクターのために公正な競争条件を確保することにある。2018年
4月、STCは、海上輸送セクターにおいて広く認知され参照される条
約である、2006年の改正MLCの批准に焦点を当てる必要性を強調した。
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世界中で 5,800 万人以上が捕獲漁業や養殖漁業等の第一次産業にか
かわっているものと見積もられている。そのうち37%はフルタイム、
23% はパートタイムで働く者であり、その他は臨時で漁業に携わる
か就業形態が不明な者である。1,500万人以上が漁船に乗りフルタイ
ムで働いている。捕獲漁業は、長時間、海上の厳しい天候にさらさ
れながら忍耐強い作業を必要とする。漁船員は、簡素なあるいは複
雑で危険な機械設備を用いて魚を捕獲し、仕分をし、保管すること
もある。多くの国において、漁業における死傷率は、当該国の全労
働者の死傷率の平均よりもずっと高い。海上で怪我を負ったり、病
気になった場合、漁船員は専門的医療を受けられない場合があり、
他の漁船員による手当てに頼らざるをえない。加えて、治療を受け
ることができる場所への移送サービスは、国・地域により顕著に異なっ
ている。漁船は、離れた漁場で操業し、長期間海上にでることがあ
る。漁船員は、しばしば、外国の港に寄港し上陸して休むことが難
しく、外国で漁船に乗船もしくは下船することを許可するビザを得
ることに関し困難に直面する。使用者（しばしば漁船所有者）と労働
者の関係は様々である。漁業における賃金形態は主に、固定給制と
歩合制の2つである。固定給制は、支払期間毎の固定給与である。歩
合制の契約のもとでは、漁船員は特定の漁の総収入又は総利益をベー
スにその何パーセントかの分配を賃金として得る。少額の最低賃金
が支払われることもあるが、残りの収入は捕獲高に基づく取り分やボー
ナス（例えば、魚を発見したことによる）に基づいて決まる。多くの
国では、こうした賃金形態から、漁船員は“自営業者”と考えられている。
漁業にかかわっている労働者に特有のニーズに応じるために、ILOは、
彼らの保護に特化した基準を発展させてきた。この漁業産業の重要性や、
1959 年と 1966 年にそれぞれ、漁業基準が採択されて以降生じてい
る進展を考慮に入れたうえで、また漁船には2006年の海上労働条約
が適用されないことに留意して、第97回国際労働総会は、漁船員の
生活労働条件に関する包括的な基準を作ることを目的として、2007
年の漁業労働条約（第188号）及び2007年の漁業労働勧告（第199号）
を採択した。第188号条約は、2017年11月16日に発効した。

漁船員
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1959年の最低年齢（漁船員）条約（第112号）、1959年の健康検査（漁
船員）条約（第113号）、1959年の漁船員の雇入契約条約（第114号）、
1966年の船員設備（漁船員）条約（第126号）等の、特に漁業部門に関
して国際労働総会で採択された条約を改正する必要性を考慮して、漁
業労働条約（第 188 号）はこれらの条約を最新化し、世界中の多くの
漁船員、とりわけ小型漁船で働く者に適用を及ぼすことを目的として
いる。この条約の目的は、漁船員が、船上での労働における最低要件
に関して、ディーセントな労働条件を確保できるようにすることであ
り、その対象はサービスの条件、居住設備と食事、職業上の安全と健
康保護、医療と社会保障にまで及ぶ。この条約は、自給のための漁業
及びレクリエーションのための漁業を除くあらゆる商業的漁業に、ま
た、船の大きさに関わらずあらゆる漁船に、そして、漁獲高にもとづ
く取り分に基づき賃金を得る者を含むあらゆる漁船員に適用される。

多くの進歩が見受けられる中で、この新しい条約は、
•	漁船上で働く者の最低年齢を16歳に引き上げ、
•	健康証明書の有効期間は最長2年間と規定し、
•	乗組員の最低レベルに関する法の制定を求めるとともに3日以上海上

にいる漁船について、１日あたり及び１週あたりの最低休憩時間を定
めることを要求し、

•	漁船員の本国への帰還にかかる費用は漁船所有者が支払うことを定め、
•	そして最後に、海運業で適用されているポートステートコントロール

条項にならった条項を取り入れた

以前のILOの文書
1966年の漁船員海技免状条約（第125号）
この条約は、批准国に対して、漁船上の船長、航海士、機関士に必要
とされる海技免状に関する資格基準を定め、志望者が必要な資格を有
していることを確かめるために志望者に対する試験を組織し監督する
ことを求めている。またこの条約は、それぞれの職業に必要な最低年
齢及び最低の職務経験、特定の種類及び等級の免状に必要な技能を定
めており、志望者はこれらを満たすことを証明しなければならない。



今日では多くの国々にとって港湾産業は、国際貿易の需要に応じるた
めに、常に最新の状態を保持することが求められている輸送網を結び
つけるという重要な役割を果たしている。輸送量の増大やインフラの
高度化、コンテナ利用の拡大、そして港湾活動の発展に必要な資本投
資の集中が、このセクターの構造的な改革をもたらしてきた。港湾労
働はかつて、ほとんどが臨時で未熟練の労働力によるものだったが、
現在ではより高度な技能を備えた労働者を必要としていて、このよう
な労働者は、登録を行うようになってきている。同時に、より生産的
であり、また、交替制で勤務する港湾労働者に対する需要はますます
高まってきている一方で、港湾労働力は全体として減少してきている。
開発途上国にとって、より高度化する港湾整備に要する資金を融通す
ることが困難になってきている。ILO基準は港湾労働の2つの特徴を
取り扱うことによって、このような課題への取り組みを支援している。
この2つの特徴とは、港湾労働者が業務中にさらされている安全及び
健康上の危険要素からの特別な保護の必要性と、技術の高度化及び国
際貿易が彼らの雇用や港湾における労働形態に与えている大きな影響
である。

関連するILOの文書

1973年の港湾労働条約（第137号）
この条約は、港湾労働の形態とそれがもたらす港湾労働者の雇用と港
湾労働者のあり方への影響を取り扱うものである。この条約は、2つ
の主な目的を有している。1つ目は、雇用へのアクセスや職務遂行の
条件に関連する措置を通じて、港湾労働者の職業人生において保護を
与えることであり、2つ目は、可能な限りの方法で適当な措置をとり、
港湾労働と港湾労働に必要な労働力変動を予測しこれに対処すること
である。

1979年の職業上の安全及び衛生（港湾労働）条約（第152号）
この条約は批准国に対して、安全で健康被害の危険性がない作業場、設備、
作業方法の提供と維持；全ての作業場への安全な通行手段の提供と維
持；業務中の事故又は健康被害のリスクからの労働者の保護を確保す
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港湾労働者



るために必要な情報、訓練及び監督の提供；合理的に要求される個人
用保護具、保護衣、救命具の労働者への提供；適当かつ十分な救急及
び救助の施設の提供と維持；起こりうる緊急事態に対処するための適
切な手続きの開発と設定、等のために措置をとることを求めている。
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先住民及び種族民は独自の文化や生活様式、伝統、慣習法を持っている。
不幸なことに、これまでの歴史において度々、この種族民と先住民の
文化に対する配慮の欠如は、多くの社会的衝突や流血の惨事をもたら
してきた。国際社会は今日では、先住民及び種族民の文化や生活様式、
伝統、慣習法は貴重なもので尊重され保護される必要があり、彼らは
自身が居住している国家の意思決定手続きに参加すべきである、との
原則を受け入れるに至っている。この課題に関する最近のILO基準は
この原則を示すとともに、政府、先住民及び種族民の団体、NGOが、
先住民及び種族民の要求や要望を十分に尊重しながら、彼らの発展を
確保するための枠組みを提供する。

関連するILO文書

1989年の原住民及び種族民条約（第169号）と以前の1957年の土民
及び種族民条約（第107号）の2つは、今日までのところ先住民及び種
族民の権利について専属的に取り扱う国際条約としては、唯一のもの
である。第169号条約は第107号条約を改正する最新の条約であり、
先住民及び種族民に影響を及ぼしうる政策や計画に関して、先住民及
び種族民との協議や彼らの参加について定めている。基本的権利の享
受を定め、また先住民及び種族民の慣習や伝統、土地所有権、伝統的
な土地で発見された天然資源の利用、雇用、職業訓練、手工業・農村
工業、社会保障、健康、教育、国境を越える先住民及び種族民の間の
接触及び伝達などに関する一般政策を確立している。

先住民及び種族民の権利の実践

長年にわたって、多くの国々が第 169 号条約を実践するために法律
を制定もしくは改正してきている。ボリビア多民族国、コロンビア、
メキシコ、ニカラグア、ペルー、ベネズエラを含む、いくつかのラテ
ン・アメリカ諸国は、憲法中の規定において、それぞれの国の住民の
多民族的・多文化的特徴を認めてきている。また、自治や参加、協議
を確保するための措置をとっている国々もある。たとえば、ノルウェー
は1987年に、サミッティング（Sameting）と呼ばれるサミ（Sami）族の
ための、協議及び限定された行政上の権限を持つ議会を設置した。一
方、デンマークは、地域の問題の多くがグリーンランドに住むイヌイッ

先住民及び種族民



ト族自身によって、また、イヌイット族自身のために統治されるよう
に、グリーンランド自治法に基づく機関を設置している。より最近で
は、2012年8月30日、中央アフリカ共和国が、アフリカ諸国の中で
初めて第169号条約を批准した。2018年にはルクセンブルグが同条
約の23番目の批准国になった。

先住民と気候変動：被害者からディーセントワークを通した変化の行
為者へ

「先住民と気候変動：被害者からディーセントワークを通した変化の
行為者へ」と題したレポートの中で、ILO は気候変動の文脈における
先住民族の状況を分析した。同レポートは気候変動やその解決を目指
す政策や行動によって、様々な方法で先住民の人々が影響を受けてい
ることを示した。同時に、先住民は、変革の行為者として、気候変動
を軽減し、それに順応するための政策や施策の成功に必要不可欠な存
在であり、特に、先住民の持続可能な経済モデルや伝統的知識はその
成功に不可欠な存在であることを強調している。同レポートは、第
169号条約とILOの、環境的に持続可能な経済と社会に向けたすべて
の人にとって公正な移行のためのガイドラインを含む、ディーセント
ワークアジェンダの重要性を強調しており、同レポートによれば、こ
れらは、先住民の女性と男性をエンパワーするため、そして彼らが持
続可能な開発と気候変動に対する強力な活動を達成するためのパート
ナーとしての彼らの台頭を確実なものとするために、重要である。

第169号条約と和平合意
2度にわたり、第169号条約は、先住民族のコミュニティの排除に由
来した国内の武力衝突を終結させるための平和協定の不可欠な要素と
して、批准が行われた。1996 年 12 月、グアテマラでは、最終和平
協定によって、36 年にわたる内戦が終わった。1995 年 3 月 31 日に
は、グアテマラ政府とグアテマラ国民革命連合（URNG）が先住民のア
イデンティティと権利に関する協定に署名していたが、1996年の和
平協定は、この協定を含む、6年以上にわたる交渉を経ていたそれ以
前の多くの協定に効力を生じさせるものであった。1996年の和平協
定は、1996 年 6 月 5 日のグアテマラによる第 169 号条約の批准を促
進した。ネパールでは、2006 年 11 月 21 日、包括和平合意の締結に
より、1996 年 2 月に始まった内戦が正式に終結した。この合意は政
府及びネパール共産党（毛沢東派）の間で署名された。この和平プロセ
スは様々な協定から成り立っているが、そのうちのいくつかは第169
号条約の批准についての条項を含んでおり、ネパールは2007年9月
14日、第169号条約を批准した。

国際労働基準が扱う事項
100
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国際労働基準はほとんどの場合、普遍的な価値を持ち、すべての労
働者とすべての企業に適用される。前述した船員の例にみられるよ
うに、特定の産業をカバーする基準もある。そして、特定の経済活
動のセクター（プランテーション、ホテル、レストラン）における労
働問題を取り扱う基準や、特定の労働者グループ（看護職員、在宅形
態の労働者）に関する基準も複数存在する。

関連するILO文書

1958年の農園条約（第110号）及び1982年の議定書
農園（プランテーション）は多くの開発途上国にとって依然として重
要な経済セクターである。この条約及び議定書は移民労働者の募集
及び雇い入れを扱い、農園で雇用される労働者に、雇用契約、賃金、
労働時間、医療、母性保護、労働災害補償、結社の自由、労働監督、
住居に関して、保護を与えている。

1977年の看護職員条約（第149号）
医療サービスの拡大に対応するうえで、多くの国々には、十分な数
の資格のある看護職員を欠いている。多くの看護職員は、特有な困
難に直面している移民労働者である。この条約は批准国に対して、
看護職員にとってその職業を魅力あるものとし、かつ彼らがその職
業に留まることにつながるであろう教育や訓練の提供やキャリアの
展望及び報酬を含めた労働条件の提供を看護職員に行うための、国
内事情にあった、適当な措置をとることを求める。看護職員は、労
働時間、週休、年次有給休暇、教育休暇、出産休暇、疾病休暇、社
会保障に関して、少なくとも国内の他の労働者と同等の条件を享受
する。

1991年の労働条件（旅館及び飲食店）条約（第172号）
ホテル産業や飲食業、観光業業は、世界において、最も成長率の高
い産業セクターの一つである。また、その高い労働係数や、ほかの
関連セクターでの雇用に対する大きな乗数効果を持つという観点から、
最も多くの雇用を生み出すセクターの一つでもある。しかしながら、
以下のようないくつかの理由により、同産業は劣悪な労働環境を提
供しているという悪い評判がある。すなわち、労働組合組織化率が
低い中小企業が大半を占めセクター内が分断されていること；低賃

他の特定のカテゴリーの労働者
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金と技能要件；シフト制労働、夜勤と季節労働等である。こうした
労働者の労働条件を改善し、他のセクターの一般的な労働条件との
差を縮めるために、この条約は合理的な労働時間を定め、時間外労働、
休息期間、年次有給休暇に関する条項を含んでいる。この条約はまた、
ホテルやレストランの雇用売買の禁止を定めている。

1996年の在宅形態の労働条約（第177号）
在宅形態の労働者は、その大多数が女性であるが、インフォーマル
な地位と法的保護の欠如、孤立、弱い交渉上の地位のために、特に
弱い立場にある労働者となっている。この条約の目的は、特に、結
社の自由、差別からの保護、職業上の安全及び健康、報酬、社会保障、
訓練の機会、労働が認められる最低年齢、母性保護に関して、在宅
形態の労働者と他の賃金労働者との均等待遇を促進することにある。
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保健医療部門における労働条件
全ての労働者に対する社会健康保護を推進することに加え、ILO は
産業別労働基準と社会対話を通じて医療従事者がよりよい労働条件
の下で働くことを支援している。平均寿命の高齢化、特殊医療技術
の利用の普及、新しい薬剤耐性のある疾病の発生、これらと時を同
じくして、熟練した医療従事者が不足する事態が生じている。一方、
病院その他の医療施設はほとんどの場合、職場と考えられていない。
医療サービスの需要が増し、資格のある医療職員の不足がより深刻
になるにつれて、労働条件は悪化し、医療の質は低下の危機に瀕し
ている。最貧国における労働者の深刻な不足は、豊かな国が移民で
ある医療従事者により良い労働条件を提供することによって、さら
に悪化する。ILO は WHO と協力し、医療従事者がそれぞれのコミュ
ニティで質の高い保健サービスを提供することを奨励され、また、
そのための支援を受けられるように、医療施設が特有の労働環境で
あると認め、また労働環境の改善を促すことによって、これらの課
題に取り組んでいる。

性的搾取からホテル業での仕事へ 23

貧困と就職不足の見通しはマダガスカルの沿岸部に住む若年層の人々
を児童の商業的性的搾取の罠に陥れている。こうした最悪な形態の
児童労働の一つを撲滅するために地域的に行われている努力が ILO
のプロジェクトによって、支援されている。2014 から 2016 年まで
の間、ILO は UNICEF と共同で、このようなシステムに陥ってしまっ
た若年層の人々が、仕事の知見を得て、そのシステムから脱却でき
るようにするプロジェクトを発足した。対象となる若年層の人々は
主に女子であるが、「売春斡旋者」として活動していた男子も対象と
した。対象者には、ホテル業務（ウェイター、清掃員、料理人、バー
テンダー）に関して 3 か月の訓練が提供された。それらのセクターは、
地域の雇用主にとって、熟練した者を雇用することが難しいセクター
であった。学科講習は、企業における 3 か月のインターンシップで
補完され、その試みは何名かの訓練生の雇用にもつながった。現在
22 歳である本プログラムの受益者の一人は、15 歳から 20 歳の期間、
商業的性的搾取の罠に陥ったと話す。5 人の子供がいる貧しい家族
の出身の彼女は、その苦しい体験とごくわずかな報酬のために行っ
ていたクライアントとの面会について語ったが、彼女は現在、この
仕事を完璧にやめることが出来ている。彼女は、訓練を受けた結果、
現在ホテルレストランのウェイトレスとして働いている。今幸せで、
数年後には彼女自身の小さなファストフード店（地元では「ガルゴット」
として親しまれている）を開きたい、と彼女は話している。
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１世紀近くにわたり、ILO は世界における社会正義の実現の前進
に貢献してきた。こうした貢献を行うために、ILO は、国際ガ

バナンス機関の中でも、ユニークな意思決定プロセスを適用してきた。
ILOの活動の核にある原則である、「三者構成」の意義は、広く認識さ
れており、この原則は、ILOが世界中において、仕事における権利実
現について、類をみないインパクトを有する理由であると考えられ
ている。国際レベルにおける、労働者及び使用者の法的保護の第一
段階は、まさに、労働基準の採択である。もっとも、その適用の監
視の重要性もこれに劣ることはない。ILOの監視システムは多面的で
あり、ILOの基準と原則に基づくものである。多くの国際機関・地域
機関に存在する監視メカニズムの中で、ILOによって確立された労働
基準の遵守を促進するためのシステムは、最も発展し、かつ効果的
なものであると考えられている。

国際労働基準は、実際、国際的にユニークな監視システムに支えられ、
加盟国による批准条約の実施を確保する助けとなっている。ILOは定
期的に加盟国における基準の適用を精査し、適用に改善の余地があ
る点を指摘する。基準の適用に何らかの問題がある場合は、ILOは社
会対話や技術援助によって当該国への援助を試みる。
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一旦ILO条約を批准すると、加盟国は定期的に当該条約の実施のため
にとった措置について報告をしなければならない。政府は3年ごとに、
8つの基本条約及び4つのガバナンス条約のうち批准したものに関し、
法律及び慣行をとおして実施してきた措置について詳細な報告をし
なければならない。その他のすべての条約については、（もはや定期
的に監視されていない）「お蔵入りした(shelved)」にされたものを除き、
6年ごとに報告を提出しなければならない。条約適用に関する報告は、
より短い間隔で要求されることもある。政府は、報告書のコピーを
使用者及び労働者の団体に提出しなければならない。これらの団体
は政府の報告書にコメントを付すことができ、また条約適用につい
てILOに直接コメントを送ることも可能である。

条約勧告適用専門家委員会

条約勧告適用専門家委員会は、増え続ける批准条約に関する政府報
告を精査するために1926年に設立された。今日では、理事会により、
3年を任期（更新可能）として指名された20人の著名な法律家によっ
て構成されている。これらの専門家は、地理的、法制度的、文化的
に異なる地域から選ばれる。委員会の役割は、ILO加盟国における国
際労働基準の適用状況に関する公平で技術的な評価を行うことである。

国際労働基準の適用の精査において、専門家委員会は政府に対して2
種類のコメントを付す。すなわち、「意見（observation）」と「直接請求

（direct request）」である。「意見」は、ある国における特定の条約の適
用に関する根本的な問題についての見解である。これらの意見は専
門家委員会の年次報告で公刊される。「直接請求」は、より技術的な質問、
あるいはさらなる情報提供の要請に関するものである。これらは報
告では公刊されず、当該政府に直接通知される。24

委員会の年次報告は、3部構成になっている。第1部は、一般報告であり、
加盟国による憲章上の義務の遵守についてのコメントを含む。第2部は、
国際労働基準の適用に関する意見であり、第3部は、ILO理事会によっ
て選ばれた特定の項目に関する総合調査（以下の総合調査の項目参照）
である。

通常監視手続き
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通常監視過程

総会基準適用委員会

専門家委員会の年次報告書は通常、12 月に採択され翌年 2 月に刊行
され、6月のILO総会に提出され、総会基準適用委員会によって報告
書が検討される。総会委員会は総会の常設機関であり、政府、使用
者、労働者の代表者によって構成される。同委員会は三者構成であり、
専門家委員会の報告を検討した結果、いくつかの意見を議題として
選び出す。コメントの中で言及された政府は総会委員会に召喚され、
委員会に対し応答すること及び問題となっている案件に関する情報
提供を求められる。多くの案件では、総会委員会は、政府に対し問
題を改善するため特定の措置を講じるか、あるいはILOの代表団もし
くは技術協力を受け入れるよう勧告する判断を示す。この総会委員
会による個別案件（通常24案件）検討と結論は、その報告書で公表さ
れる。特に問題があるものについては、その一般報告において、特
別項目として強調される。

政府が批准条約に
つき報告提出

労使はコメントを
付すことが可能

専門家委員会が
報告書や
関連文書精査

年次報告書に
意見を公刊

専門家委員会が
政・労・使に
直接請求

本会議で総会基準
適用委員会報告を
検討・採択

使 労
政

総会における
三者委員会が
報告書を

議論・意見の選択

または

または
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通常監視手続きの効果

進展案件：条約勧告適用専門家委員会
1964年以降、専門家委員会は法律及び慣行の変化による批准条約の
適用に進展があった案件について、その数を記録している。これまで、
3,000を超える進展案件（委員会によって「満足」の意が表明された案件）
が報告されている。
専門家委員会は、その報告書において最初に満足を示した案件から
同一の一般的基準に従っている。委員会は、特定の問題についての
コメントを行った後、政府が新たな法制の採択、既存の法律の改正、
もしくは国内の政策または実務の重要な変更等を通じた措置を実施
して、当該条約により高い整合性の確保を達成した案件に対して、
満足の意の表明を行う。満足の意を表明するに当たって、委員会は
政府及び社会的パートナーに対し、特定の問題が解決されたと思量
する旨を伝える。満足を示す案件を特定する理由は以下の２つである。

•	政府による委員会のコメントに対する積極的な行動に対する謝意を
記録に残すこと、及び

•	類似の問題に対処する必要のある他の政府及び社会的パートナーに
対して、先例を示すこと

通常監視手続きの効果は進展案件のみにとどまらない。専門家委員
会は毎年、加盟国が採択文書を立法機関に検討のため提出する義務
を果たしているかについて検証している。当該国が条約を批准しな
い場合であっても、条約との整合性確保のために国内法を整備する
ことも可能である。加盟国は、他国における条約の適用に関する専
門家委員会のコメントを定期的に確認し、基準の適用に関する類似
の問題を予防し、または好事例に倣うべく、自国の法律や実務を修
正することができる。条約が批准された場合、専門家委員会は政府
に対して、基準の適用に関する明確な問題点を指摘して直接請求を
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行い、その報告書の中でコメントが公開される前に、回答と対処のた
めの時間を与える。専門家委員会の介入は、政府に基準適用に関する
確認を要請し、その情報を社会的パートナーに共有してそれらからの
情報も得ることで、社会対話を促している。その結果としての社会対
話は、更なる問題の解決と予防を導く。

専門家委員会及び総会委員会のそれぞれの報告書は、インターネット
上で何百万人もの利用に供されている。それゆえ、政府及び社会的パー
トナーは、これらの機構からの批判的なコメントを回避するために、
基準適用に関する問題を解決するより大きなインセンティブとなる。
加盟国の要請に基づき、国際労働事務局は、国内法制が国際労働基準
との整合性を確保するために、その起草及び改正について技術支援を
行う。このようにして、監視機構は基準適用に関する問題の予防にお
いて初期段階から重要な役割を果たしている。
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申立手続きは、ILO憲章第24条及び第25条によって定められている。
これらの条項は、使用者または労働者の産業上の団体が、加盟国の
いずれかが「条約の実効的な遵守をその管轄権の範囲内において何ら
かの点で確保していない」と考える場合、理事会に対し申立てを行う
権利を与えている。理事会において三者委員会が設置され、申立て
及び政府の弁明を審議する。委員会が理事会に提出する報告は、当
該案件における法的、実務的側面を整理し、提供された情報を検討し、
勧告で締めくくる。政府の弁明が満足のいくものであるとは言えなかっ
た2000年代以前において、理事会は、申立て及び弁明を公表する権
限を有していた。近年においては、三者委員会のレポートは、ILOのウェ
ブサイトを通じて、一般人においても入手することがシステム上可
能となった。さらに、仮に政府が必要な措置を講じない場合、専門
家委員会は、当該案件をフォローアップすることを要請される。また、
最も深刻な事例の場合、当該案件は苦情申立てにつながり、その場合、
理事会は、審査委員会の設置を決定することができる。最後に、第
87号条約及び第98号条約の適用に関する申立ては通常、結社の自由
委員会による審理に付されるが、そこにおける手続きは、申立て審
理と同様である。

申立て

誰が申立てできるか？
ILO 憲章第 24 条における申立ては、国内及び国際的な使用者または
労働者団体によってなされる。個人は直接に ILO に対し申立てを行
うことはできないが、関係する情報をその労働者団体または使用者
団体に提供することができる。
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申立ての実例
ギリシャは、1947年の労働監督条約（第81号）を1955年に批准した。
1994年、同国は労働監督を分権化し、自治的な県行政の責任下にお
くこととする法律を可決した。ギリシャ労働省公務員組合連合（FAMIT）
は、同法が第81号条約の、労働監督は国家の中央機関の監督及び管
理の下におかれなければならないという規定に違反するものである
として、申立てをILOに行った。三者委員会が設置され、この申立て
を審査し、ギリシャ政府に法令を条約に適合する方向で改正するよ
う求めた。1998年に、ギリシャ政府は新法を制定し、労働監督をふ
たたび中央機関の権限下にもどした。同じ年、専門家委員会は、三
者委員会の勧告を「勤勉に注意深く検討したこと」ことについてギリシャ
政府を讃えた。

使用者または
労働者団体による
ILO への申立て

ILO が
当該政府に通知・
理事会へ送付

理事会から
結社の

自由委員会へ

不受理の決定

理事会が
結論を形成、
報告を採択し、

フォローアップのため
専門家委員会へ

苦情として扱うため
理事会から
審査委員会への
付託を求める

三者委員会による
政府への事情聴取・
結論と勧告付報告
を提出

または

または または

理事会が
三者委員会を
指名
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苦情手続きは、ILO憲章第26条から第34条において規定される。こ
れらの規定の下、加盟国またはILO総会の代表は、自国と同じ条約を
批准している他の加盟国を、同条約に従っていないとして苦情を申立
てることができ、理事会もその発意により、同様の申立てをすること
ができる。苦情を受理すると、理事会は独立の3名のメンバーからな
る審査委員会（Commissions of Inquiry）を設置する。審査委員会は、
苦情についての入念な調査を行い、当該案件に関する全ての事実を確
認し、苦情によって示された問題に対してとられるべき措置について
勧告をする責任を負う。審査委員会は、ILOの最高位の調査手続きで
あり、一般に加盟国が継続的かつ深刻な違反をおかしているものとし
て訴えられ、かつ、その改善を拒否し続けている場合に設置される。
今日までのところ、審査委員会が設置されたのは 13 例であり、最も
最近では、26 条に基づきベネズエラに対してなされた苦情申立てに
続いて、2018年3月、理事会により、審査委員会が設置された。

加盟国が審査委員会の勧告の履行を拒否した場合は、理事会はILO憲
章第33条に基づく措置をとることができる。同条によれば、「加盟国が、
それぞれ審査委員会の報告書又は国際司法裁判所の決定に含まれてい
る勧告を指定された期間内に履行しなかったときは、理事会は、勧告
の履行を確保するための適宜と認める措置を総会に勧告することがで
きる」。第 33 条は、2000 年、理事会が総会に対し、ミャンマーの強
制労働を廃止するための措置を講じることを求めたときにILO史上初
めて用いられた。ミャンマーに対しては、1930年の強制労働条約（第
29号）違反について、1996年にILO憲章第26条に基づく苦情申立て
がなされており、これに続いて設置された審査委員会が同国において
強制労働が「蔓延し、組織的に利用されている」と判断していた。

苦情
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苦情手続き

苦情手続きの実例
ポーランドは、1948 年の結社の自由・団結権保護条約（第 87 号）及
び 1949 年の団結権・団体交渉権条約（第 98 号）を 1957 年に批准し
た。同国で1981年に戒厳令が発せられたとき、政府は、労働組合「連
帯」の活動を停止させ、多くの指導者と組合員を拘束、解職した。結
社の自由委員会による審理の後、1982年のILO総会における代表は、
第26条に基づく苦情をポーランドについて申し立てた。これに続き
設置された審査委員会は、上記両条約の重大な違反があるとの結論
にいたった。同委員会の結論に基づき、ILOと多くの国や機関がポー
ランドに状況を是正するよう圧力をかけ、1989年にポーランド政府
は「連帯」を合法化した。「連帯」の指導者であり、後にポーランド大
統領となったレフ・ワレサは、「戒厳令施行後 ILO が設置した審査委
員会は、ポーランドに民主主義をもたらした変化に顕著な貢献を行っ
た」と述べている。25

労働組合権関係は
理事会が結社の
自由委員会へ付託

加盟国または
総会代表または
理事会が
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政府が勧告を
受け入れ、
または国際司法
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理事会が
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結社の自由委員会

結社の自由と団体交渉は、ILO の根本原則である。結社の自由と団
体交渉に関する第 87 号及び第 98 号条約を採択してすぐ、ILO は結
社の自由原則には、条約を批准していない国における遵守を保障す
るさらなる監視手続きが必要であるとの結論にいたった。その結果、
1951年にILOは、当事国の条約批准の有無とは無関係に結社の自由
の侵害に関する苦情申立てを調査する目的で、結社の自由委員会(CFA)
を設置した。苦情申立ては、使用者または労働者の団体により、加
盟国に対してなされる。結社の自由委員会は理事会付属の委員会で
あり、独立の委員長と政府、使用者、労働者のそれぞれを代表する3
名の委員によって構成される。苦情申立てを受理することが決定さ
れた場合、当事国政府と対話することにより事実を認定する。委員
会が結社の自由に関する基準または原則の違反があると判断した場
合、理事会を通じて報告を行い、状況をどのように改善しうるかに
ついて勧告を行う。政府にはその後、勧告の履行状況についての報
告が求められる。当事国が関連条約を批准している場合、事案に関
する法的な問題は専門家委員会に付託することができる。結社の自
由委員会は、問題について、政府担当者や社会的パートナー当事者
と直接対話し、対処するために当事国政府に「ダイレクト・コンタク
ト」使節団を提案する選択もできる。70年近くにわたり、結社の自由
委員会は 3,300 以上の案件を審査してきた。5 大陸の 60ヵ国以上が
その勧告に従って行動し、ここ数十年において結社の自由で進展が
みられたとCFAに報告している。26

結社の自由
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結社の自由委員会手続き

結社の自由委員会：国際法における革新的な手続き
結社の自由の侵害を主張する苦情申立の審査のための特別手続きは、
第14パラグラフにおいて、結社の自由委員会（CFA）の任務を「特定の
立法又は慣行が、関連条約に定められた結社の自由および団体交渉
の諸原則に遵守しているのかを判断すること」と規定する。理事会は、
定期的にこの任務を承認し、2009年にはこれを理事会に適用される
規則集に含めることを決定した。結社の自由委員会の機能は、漠然
とした一般的な声明に基づき、特定の国の労働組合の状況に関して
一般的な結論を形づくることではなく、結社の自由の諸原則の遵守
に関わる特定の申立を審議することである。結社の自由委員会の苦
情手続きの目的は、政府を批判することではなく、むしろ建設的な
政労使三者対話を行い、法律上および慣行上労働組合権が尊重され
ることを促進することである。

委員会に苦情を申立てる場合、いくつかの受理可能性（receivability）
の要件を満たさなければならない。申立人は、苦情が結社の自由委
員会に対して行われることを明示しなければならない。苦情は、使
用者または労働者の団体によって行われなければならない。苦情は、
書面で行われ、苦情を申立てる資格がある機関の代表者によって署
名されなければならない。ILO との協議資格を有する非政府組織も、
苦情を申立てる資格を有する。内容に関しては、苦情における主張
は純粋に政治的な性質であってはならない。明確に立証され、証拠
により正当に裏付けられなければならない。全ての国内措置を尽く
していることは必要ではないが、結社の自由委員会は国内の司法に
事案が審議されているという事実を考慮する場合がある。結社の自
由委員会は年3回、理事会の会合に先立つ週に開催される。27

使 労
政
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ILO が促進する国際労働基準に関連する紛争の防止と解決のための国
内政労使三者メカニズム
ILO は長年にわたり、ラテンアメリカにおいて、結社の自由委員会に
苦情が寄せられている政府の要請に応じて、国際労働基準、特に結
社の自由に関連する紛争の防止と解決のために国内政労使三者メカ
ニズムを促進してきた。ILO 監視機構は、このようなメカニズムの利
用を強調およびサポートし、適切な発展の推進を継続するよう事務
局を促してきた。これらのメカニズムは、結社の自由に関する多く
の紛争を予防し、解決するのに役立つことが証明されており、団体
協約の締結の枠組みを提供することもある。コロンビアとパナマは、
このタイプの委員会を設立し、好調な結果を得ている。ドミニカ共
和国では、ラウンドテーブルの設立が決定され、批准した ILO 諸条約
の適用に関する全ての紛争について解決策を発見し、合意に到達す
ることを目的とし、それら紛争の防止および適切な処理が責務とし
て含まれた。これまでの経験から、以下の基準がこのような機関の
効果的な運用につながることが示されている：
–	労働省は、調停メカニズムにおける業務の調整のために、必要な

人員および財源を割当てなければならない。また、労働省は、審
議中の案件に対応するための会合への参加を他の省庁及び公的機
関に促し、これらと連携することが可能でなければならない。

–	仲裁メカニズムの受け入れは、政労使三者合意に基づかなければ
ならない。

–	最も代表性のある労働者、使用者の団体及び政府は、全ての当事
者の信頼を有する常任の全国的な仲裁人を任命しなければならない。

–	この手続きにおいて採択された調停の提案と結論は、関連する国
際労働基準に基づかなければならず、監視機構の意見も考慮しな
ければならない。

–	達成された合意に対するフォローアップ手続きは、メカニズムに
おける当事者の信頼を強化するように構築されなければならない。

–	仲裁メカニズムの委員は、国際労働基準及び ILO 監視制度について
特別なトレーニングを受けなければならない。

–	調停手続きは、無料で任意でなければならず、ILO 監視機構に訴え
ることを妨げてはならない。

国際社会が、これらの手続きに社会対話を強化する別のツールを見
出したことは間違いない。問題は、これらの機関をラテンアメリカ
以外に「輸出」することである。このイニシアチブは、国際労働基準
の完全な適用を恒久的に追及するという現在求められている傾向に
対応している。
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総合調査（19条）
国際労働基準は、国際社会で採択された普遍的な文書であり、労働
問題に関する共通の価値観と原則を反映している。加盟国は条約を
批准するか否かを選択することはできるが、ILOは、批准の有無に関
わらず、すべての国における進展を追跡することが重要であると考
えている。ILO 憲章第 19 条に基づき、加盟国は定期的に、また理事
国の要請により、条約または勧告の規定を実効的ならしめるべくとっ
た措置について、条約の批准が妨げられているか、遅れている場合には、
その障害となっている事情について報告することを求められる。

ILO 憲章第 19 条に基づき、専門家委員会は、理事会が選んだ条約及
び/または勧告に関し、加盟国の国内法及び慣行について詳細な年次
総合調査を発表している。これらの調査は、主に加盟国が提出した
報告、使用者及び労働者団体から送られた情報に基づいて作成される。
これらの報告・情報は専門家委員会が条約・勧告の影響力を検討し、
政府によって報告される条約及び勧告の適用における困難について
分析し、それを克服する手段を見出すことを可能にする。

最近の総合調査には以下のものがある。

・2010年 雇用
・2011年 社会保障
・2012年 基本8条約
・2013年 労働関係（公務）と団体交渉
・2014年 最低賃金決定
・2015年 団結権（農業）と農業従事者団体
・2016年 移民労働者
・2017年 労働安全衛生
・2018年 労働時間
・2019年 社会的保護の土台勧告（202号）
・（次期2020年）雇用の戦略的目的
・（次々期2021年）看護職員及び家事労働者

条約未批准国への条約の適用
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ILOは批准された条約の適用を監視するだけではない。様々な形での
技術協力を行っており、そこではILO職員やその他の専門家が、加盟
国の立法や慣行上の問題点について、批准条約の義務に適合するよ
う解決する援助を行っている。技術協力の形式は、政府職員とILO職
員が基準適用上の問題について解決策を発見するために話し合う助
言ミッションや、ダイレクト・コンタクト・ミッション、基準に対
する意識の啓発や、国内の関係者の基準利用にかかわる能力の向上、
全ての者に恩恵をもたらすためにどのように基準を適用するかにつ
いての技術的助言を目的とするセミナーやワークショップといった
促進活動などである。またILOは、基準にかなう国内立法の起草の援
助も行う。

国際労働基準の専門家の世界的なネットワーク

多くの技術協力活動が、世界各地のILO事務所に配置されたILOの国
際労働基準専門家によって実施されている。基準の専門家は、政府
職員や使用者、労働者団体と面談し、当該地域において生じている
問題、新たな条約批准や報告義務において生じる問題についての援助、
監視機構によって指摘された問題解決のための話し合い、法案の国
際労働基準への適合の確保を目的とする検討を行う。国際労働基準
の専門家が駐在しているのは以下の都市である。

アフリカ：カイロ、ダカール、プレトリア、ヤウンデ
アメリカ：リマ、サンホセ、サンティアゴ
カリブ：ポート・オブ・スペイン
アラブ諸国：ベイルート
東アジア：バンコク
南アジア：ニューデリー
東ヨーロッパおよび中央アジア：ブダペスト、モスクワ

技術協力及び訓練
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ILO国際研修センター

イタリアのトリノに位置する国際研修センターは、政府、労働者団
体及び使用者団体、国内及び国際的なパートナーに対してディーセ
ント・ワークや持続可能な開発の促進のための研修、教育、能力開
発を提供することをその任務としている。毎年、国際研修センター
は、190カ国から参加する約12,000人の参加者に向けた、450以上
のプログラムとプロジェクトを運営する。特に、国際研修センターは、
政府職員、使用者、労働者、法律家、裁判官、法学教育者を対象と
して国際労働基準に関する研修を行っており、また、国際労働基準、
生産性向上、企業開発、国際労働基準とグローバリゼーション、女
性労働者の権利といった特別講座も用意している。

この研修センターはまた、2006年の海上労働条約の適用につき、政府、
船舶保有者、船員の適用能力を向上させるため、海上労働アカデミー
を開講し、特別講座を設けている。



1998 年に、ILO は社会正義の根源と考えられる 4 原則とそれに付随
する権利の適用を強化する、特別の促進手段を創設した。労働にお
ける基本的原則及び権利に関する宣言とそのフォローアップを採択
することにより、ILO加盟国は、加盟国であることそれ自体によって
生じる、一定の基本的価値の実現に向けて取り組む義務を有するこ
とを確認する。それらの価値とは、すなわち結社の自由と団体交渉
の効果的な承認、あらゆる形態の強制労働の禁止、児童労働の実効
的撤廃、雇用と職業における差別の排除の 4 つである。この義務は、
これらの原則を具体化した 8 つの基本条約（強制労働条約に関する
2014年議定書を含む）を批准していない場合でも存在する。同時に、
ILO自身もこれらの目的を達成するための支援を行う義務を負う。

さらに、同宣言の第５段落は、労働基準は、保護貿易を推進する目
的で使用されてはならないこと、そして、このような目的のために、
同宣言及びそのフォローアップに訴えたり、同宣言及びそのフォロー
アップを用いたりしてはならないことを強調する。さらにこの宣言
及びそのフォローアップによっていかなる方法においても、どの国
の比較優位も問題とされるべきではない。

労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言のフォローアップ
メカニズムは、加盟国が上記諸原則と権利の適用状況を改善するた
めに必要としていることを特定するのに役立てるため、宣言と同時
に採択された。加盟国は、自らが批准していないILO基本条約に対応
するすべての基本的権利について年次報告を行うことを要請される。
報告は理事会において、審査され、そのコメントは、新たな進展や
傾向に重点を置いて、関係国における基本的原則及び権利の実現状
況を検討する報告中の年次調査の概説部分に掲載される。

宣言とそのフォローアップは、宣言が体現する諸原則と権利を促進し、
対話と技術協力を通じて基本条約の批准を促進するよう設計されて
いる。宣言とそのフォローアップの目的は、基準と並行して存在す
る別の基準を作ることではなく、加盟国が仕事における基本的原則
及び権利を十分に遵守できるよう―すべての基本条約（強制労働条約
についての 2014 年議定書を含む）を最終的に批准するということを
含む―援助することにあった。この目標に到達すれば、すべての加
盟国は、これらの文書に関して、ILOの通常監視手続きの下におかれ
ることになる。
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労働における基本的原則及び権利に関する ILO 宣言とフォロー
アップ



金融不安、景気下降、増加する失業、インフォーマル化、不十分な社
会的保護など、仕事の世界における不確実性が広がる中で、ILOの政府、
労働者、使用者は、2008 年 6 月、公正なグローバル化のための社会
正義に関する宣言を採択した。この宣言は、ディーセント・ワークアジェ
ンダを推進し、グローバル化に伴いますます増えている、変化し続け
る仕事の世界における課題に有効に対処するためのILOの能力強化を
目的としている。これは、1919年のILO憲章以来、ILOが採択した3
つ目の重要な原則・政策文書であり、1944年のフィラデルフィア宣
言及び1998年の「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言
とフォローアップ」に立脚するものであった。2008年の宣言は、グロー
バル化の時代におけるILOの使命について、現代的なビジョンを示し
ている。すべてのILO加盟国は、雇用、社会的保護、社会対話、労働
における権利という戦略目標に基づく政策を追求しなければならない。
同時に、この宣言は、これらの戦略目標が「不可分で、相互に関連し、
支え合うもの」であること、そして、国際労働基準がこれらの目標の
達成のために有益な手段であること、を認識することにより、全体的
かつ統合的なアプローチを強調する。

この宣言は、仕事の世界への関わりを強めるとともに、ILOの憲章上
の目的に到達する手段としての国際労働基準の役割を確かなものとす
ることによって、ILOの活動の根本理念としての国際労働基準の設定
政策を推進する必要性を強調する。宣言は、どのようにして加盟国が
ILOの戦略的目標を達成するかは、各加盟国における既存の国際的義
務と仕事に関する基本的な原則と権利にしたがい、特に、国際労働基
準の原則と条項に沿うかという点に十分に注意を払い、各加盟国によっ
て決定されなければならない問題であると述べている。同宣言は、正
当な比較優位であるとして、仕事における基本的原則及び権利の侵害
に訴えたり、同宣言を用いてはならないこと、そして、労働基準は保
護貿易を推進する目的で使用されてはならないことを確認する。
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最後に、この宣言は、加盟国によるディーセント・ワーク・アジェン
ダを実現するための取り組みを、ILOが支援する手段を確保すること
を目的とした、フォローアップのメカニズムを含んでいる。すなわち、
ILOの機関としての運営と統治機構の見直し、加盟国の現状とニーズ
への対応やILOの活動の結果の評を目的とする国際労働総会における
定期的な議論、各国が自ら進んで行う見直し、技術協力と助言サービ
ス、リサーチ能力の強化、情報の収集・共有等である。
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「基準イニシアチブ」は、ILOが創立100周年を迎える2019年に向け
た準備のために実施された7つの100周年イニシアチブのうちのひと
つである。これには以下の2つの目的がある。

•	基準見直しメカニズムを通じて国際労働基準の重要性を向上させる
•	権威ある監視手続きにつき政労使の合意を強化する

1.	基準見直しメカニズム（SRM）
SRMは、ILOが明確、強固かつ最新の国際労働基準に関する機構を有
するためのILOの基準政策固有のメカニズムであり、当該機構は、労
働者の保護を目的としつつ、持続可能な企業のニーズを考慮して仕事
の世界において変化する様式に対応するためのものである（第1章参照、
国際労働基準の最新化）。 

2.	権威ある監視手続きについての政労使の合意強化
	 この取組みの実施は、2015年3月の理事会の要請により開始したが、

当該理事会においては、ILO 憲章 22 条、23 条、24 条及び 26 条に基
づく様々な監視手続及び結社の自由に関する申立手続の間の相互関係、
機能と改善可能性について、専門家委員会議長と結社の自由委員会議
長が共同で報告書を作成した。
2017年3月会期において、理事会は4つの中心分野に分類された10
個の提案を含む監視手続きの強化に向けた作業計画と工程表を採択した。
この 10 個の提案は、ILO 監視機構間の関係、報告の合理化、組織間
での情報共有、法的安定性など幅広いトピックを網羅している。作業
計画は、現在実施中となっている。

基準イニシアチブは、現在の国際労働基準政策の最先端に立つ。この
政策は、ディーセント・ワークを通じて社会正義を実現するという
ILOの主要目的を促進するための国際労働基準の役割の強化を目的と
している。この目的達成のため、基準政策は以下の取組みに関する情
報提供を行っている。

•	国際労働基準の更なる認知度の向上を実現する
•	技術支援、技術協力及び能力構築を通じて、政労使に接触を図る

国際労働基準に関する 100 周年イニシアチブ



「私たちは社会正義を犠牲にして発展することはできない。
私たちは人としての基本的基準なくして競争することはできない。
もしこれが私たち自身の社会に当てはまることだとしたら、世界全体
にとってもそうであるといえる。」
1994年、アフリカ民族会議　議長　ネルソン・マンデラ

本書で示してきたように、国際労働基準は、グローバル経済がす
べての人に利益と機会を提供することを確保するための重要な

手段である。国際労働基準はまた、結社の自由から社会保障、児童労
働との闘いから職業訓練の促進まで、崇高で人間らしい労働条件と、
それに関連する国家レベル・企業レベルでの経済的利益についても定
めている。基準適用の監督システムは、批准した条約にかかわる義務
の遵守を確保するが、もっと一般的にいえば、ILO憲章に定められた
義務の履行を確保する役目を持っている。

国際労働基準システムは現代世界の要請に応えるべく成長し発展し続
ける。これまで国際労働基準システムが貢献してきた多くの例がある。
しかしまだたくさんの課題が残っている。国際労働基準が主として、
各国政府や労使団体によって利用されることを想定した道具である一
方で、その他の一般の人たちも一定の役割を果たすことができるだろ
う。個人、非政府組織、企業及び活動家も、基準システムの認識を高
めたり、政府に条約批准を促したり、基準適用の際の問題点を見出す
ために労使団体と協力したりすることができる。国際労働基準へのこ
の手引きが、ILOの構成員の力を増幅するだけでなく、社会全体がこ
の発展のための道具を利用できるようにするために役立つことが期待
されている。

以下のページでは、国際労働基準についての重要文書の概観とさらに
詳しい情報源を示す。

第4章

主要ILO機構と文書
参考文献

資料



「私たちは社会正義を犠牲にして発展することはできない。
私たちは人としての基本的な基準が存在しないところで競争すること
はできない。
もしこれが私たち自身の社会に当てはまることだとしたら、世界全体
にとってもそうであるといえる。」
1994年、アフリカ民族会議　議長　ネルソン・マンデラ28

本書で示してきたように、国際労働基準は、グローバル経済がす
べての人に利益と機会を提供することを確保するための重要な

手段である。国際労働基準はまた、結社の自由から社会保障、児童労
働との闘いから職業訓練の促進まで、尊厳のある、ディーセントな労
働条件と、それに関連する国家レベル・企業レベルでの経済的利益に
ついても定めている。基準適用の監視システムは、批准した条約にか
かわる義務の遵守を確保するが、もっと一般的にいえば、ILO憲章に
定められた義務の履行を確保する役目を持っている。

国際労働基準システムは現代世界の要請に応えるべく成長し発展し続
ける。これまで国際労働基準システムが貢献してきた多くの改善例が
ある。しかしまだたくさんの課題が残っている。国際労働基準が主と
して、各国政府や労使団体によって利用される道具である一方で、そ
の他の一般の人たちも、これを用いて、一定の役割を果たすことがで
きるだろう。個人、非政府組織、企業及び活動家も、基準システムに
関する認識を高めたり、政府に条約批准を促したり、基準適用にお
ける問題点を見出すために労使団体と協力したりすることができる。
ILO の国際労働基準関連業務への手引きである本書が、ILO の構成員
の力を増幅するだけでなく、社会全体が、発展のための強力な道具で
ある国際労働基準を利用できるようにするために役立つことが期待さ
れている。

以下のページでは、国際労働基準についての重要文書の概観とさらに
詳しい情報源を示す。

第4章
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•	条約と勧告

•	 ILO憲章

•	条約勧告適用専門家委員会報告書
以下のものを含む年次報告書：
一般報告：加盟国の報告義務遵守、改善例、国際労働基準と他の国際
機構との関係についてのコメント。（ReportⅢ（Part1A））
意見：批准国による条約の適用に関するコメント。（ReportⅢ（Part1A））
総合調査：ある特定の事項に関して、それに関連する条約の批准国及
び未批准国での法令と慣行の調査。（ReportⅢ（Part1B））

•	総会基準適用委員会報告書
一般報告と個別の案件についての検討を含む報告書。
国際労働総会の暫定議事録から入手可能。また、国際労働総会の議事
録概要としても出版されている。

•	結社の自由委員会報告書
ILO理事会文書として年に3回刊行、またILO公報としても公表。

•	申立審査委員会報告書（第24条）
理事会文書として刊行。

•	苦情審査委員会報告書（第26条）
理事会文書及びILO公報として刊行。

上記はすべてNORMLEXデータベースでも入手可能。
http://www.ilo.org/dyn/normlex

ILO 主要な機構と文書
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•	理事会文書
法務・国際労働基準委員会の文書も含む。
http://www.ilo.org/gb/lang--en/index.htm

•	国際労働総会文書
条約と勧告の採択の準備過程において作成された報告書を含む。
http://www.ilo.org/ilc/ILCSessions/lang--eng/index.htm

•	労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言のフォローアップ
に関する文書
http://www.ilo.org/declaration/follow-up/annualreports/lang--en/
index.htm

ILOの文書はILO事務所や寄託図書館でも入手可能。

主要刊行物

国際労働基準及びILO監視手続きの対象となる様々な事項についての
主な出版物は、ILOの国際労働基準のウェブサイトを通じて利用できる。
これらの出版物は、以下の事項を含む：
－	 国際労働基準に関する一般的取組み
－	 ILOの基準設定活動と監視手続き
－	 結社の自由と団体交渉権
－	 児童労働と強制労働
－	 船員と海上労働
－	 母性保護
－	 非公式（インフォーマル）経済
－	 貿易と労働者の権利
－	 労働行政と労働監督
－	 待遇の平等
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•	「出版物」の項目下の労働基準ウェブサイト参照（以下リンク）：
www.ilo.org/global/standards/information-resources-and-
publications/ publications/lang--en/index.htm

インターネット情報源

•	NORMLEX
NORMLEX は、国際労働基準（条約批准、報告義務、ILO の監視機構
のコメントなどに関する情報）に加え、各国の労働・社会保障法に関
する情報を集約した3カ国語（英語、フランス語、スペイン語）データ
ベースである。NORMLEXは、上記のトピックにつき包括的で使い勝
手のよい情報を提供できるよう設計された。

NATLEXは労働法、社会保障法、人権法に関する3カ国語データベー
ス（英語、フランス語、スペイン語−これに加えて原語の文書多数）で
ある。NATLEX には、196 カ国、160 以上の地域、地方等の 90,000
近い法文が収録されている。

以上のデータベースは以下のアドレスから、国際労働基準に関するウェ
ブサイトを通じて閲覧できる。
www.ilo.org/normes
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